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 Ａ 指標達成度100％以上

 Ｂ 指標達成度80％以上～100％未満

 Ｃ 指標達成度60％以上～80％未満

 Ｄ 指標達成度60％未満

 評価なし　実施が次年度以降であるもの

 Ａ  事業継続

 Ｂ  改善を検討し、事業継続

 Ｃ  事業縮小・再構築の検討

 Ｄ  事業廃止・凍結の検討

 (d) 事業の廃止

令和７年度 行政改革の取組状況について

 ◎ 年度指標達成済又は見込
 ○ 年度指標達成率が８割以上
 △ 年度指標達成率が８割未満
 × 未着手または実施計画に基づき着手した
が、課題等により取組が停滞または方針転換

計

　本市では、効率的で質の高い市政の実現を図るため、行政改革大綱及び行政改革実施計画
を策定し、行政改革に取り組んでいます。令和７年度の主な取組状況は以下のとおりです。

令 和 ８ 年 ３ 月 2 5 日 （ 水 ）
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Ⅰ　高知市行政改革第１次実施計画の取組状況

大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

1

南海トラフ地震対
策業務継続計画
（ＢＣＰ）の実効性
確保

●
防災政策
課、 各所
属

・BCPに基づいた訓
練、研修の実施
・機構改革等に伴う修
正、見直し

・BCP・高知市受援計画に基づく初動
訓練の実施（予定）
・各課ＢＣＰの見直し（予定）

【補足】
・職員の参集状況の把握やBCPに基
づく各部局・各課における人員調整な
ど、発災時の初動体制を確認するた
めに全庁で訓練を実施している。
・今後もより実効性のある訓練となる
よう訓練内容を見直し、継続的に実施
していく。

・各部局、各課に
おける訓練、研修
（年１回）

◎

2
災害時保健医療体
制の確保

地域保健
課、保健
所各課

・医療機関、関係団体
等との訓練実施
・高知市災害時医療
救護計画や災害時公
衆衛生活動マニュア
ル等の見直し

・上街、小高坂地域にある救護病院
（細木病院、田中整形外科病院、高知
整形・脳外科病院）にて、近隣薬局も
参加した医療救護訓練を実施
・６月から毎月災害時通信訓練を実
施しており、年度末まで計10回実施
予定。
・高知市保健医療調整本部訓練の結
果を踏まえ、高知市保健所災害時公
衆衛生マニュアルを本年度見直し予
定。
・高知市災害時医療救護計画は、組
織体制の見直しが必要であるが、県
の医療救護計画の改定内容を反映さ
せる必要があるため、引き続き県の動
向を注視する。

・1回/年　救護訓
練実施
・10回/年　通信
訓練実施

◎

　高知市行政改革第１次実施計画（計画期間:令和５～8年度）における令和7年度の各項目の取組状況は次のと
おりです。

１　組織
力の強化

⑴ 危
機管理
体制の
強化

　計画における重点的な取組を表します。

【「指標対応状況」凡例】

「◎」 実施計画に基づき取り組み、年度指標達成済、又は達成見込

「○」 実施計画に基づき取り組み、年度指標の８割以上達成した

「△」 実施計画に基づき取り組んだが、年度指標の達成率が８割未満

「×」 未着手又は実施計画に基づき着手したが、課題等により取組が停滞又は方針転換

「ー」 当該年度に指標設定なし

基軸名
実施計画
取組項目数

年度指標
設定数

１　組織力の強化 9 8 5 62.5% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1%

２　連携・協働の充実 14 12 7 58.4% 4 33.3% 1 8.3% 0 0.0% 2 14.3%

３　簡素・効率化の追求 10 6 5 83.3% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 4 40.0%

４　信頼性の確保 18 11 9 81.8% 1 9.1% 1 9.1% 0 0.0% 7 38.9%

５　財政基盤の強化 9 6 3 50.0% 2 33.3% 1 16.7% 0 0.0% 3 33.3%

合計 60 43 29 67.4% 10 23.3% 4 9.3% 0 0.0% 17 28.3%

年度指標設定なし
（－）

年度指標達成済
又は達成見込（◎）

年度指標の達成率が
８割以上（○）

年度指標の達成率が
８割未満（△）

未着手又は取組の
停滞又は方針転換

（×）

1
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大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

4-2
健康危機管理体制
の強化（医薬品）

地域保健
課

・薬局、店舗における
医薬品等の適切な保
管、陳列、販売状況の
確認

・薬局、店舗販売業を対象に薬事監
視を実施し、医薬品等の適切な保管、
陳列、販売状況を確認した。
（薬局２９．４％、店舗販売業３４．４％
※令和８年１月時点。令和8年3月ま
でに指標達成予定。）

・厚生労働省通知
に示されている監
視率の目標の達
成（薬局33％、店
舗販売業33％）

◎

－

１　組織
力の強化

⑴　危
機管理
体制の
強化

3 避難体制の強化 ●

・津波避難ビルの指定
・一般避難所の指定
・指定避難所及び津
波避難ビルへの備蓄
品等の配備、入替
・マンホールトイレの整
備
・被災者支援システム
等を活用した被災者
情報の集約に係るデ
ジタル化
・福祉避難所の指定
及び資機材配備

・津波避難ビルの指定341施設（累
計）
・マンホールトイレを主要な避難所7施
設に整備
・  被災者支援システム等を活用した
訓練、研修の実施（年１回）
・社会福祉法人等10施設に指定交渉
を行い、福祉避難所4施設を指定済。
累計は59施設を見込む。
・福祉避難所資機材配備は社会福祉
施設１施設、特別支援学校２施設の
計３施設へ配備予定で、累計52施設
を見込む。

【補足】
・指定避難所については、L２想定で
分散備蓄を進めている。令和８年３月
に県が公表予定の新たな被害想定や
県備蓄方針の改訂を踏まえ、数量や
品目等、備蓄計画の見直しを検討し
ていく。
・津波避難ビル指定が進み、指定要
件に合致する施設が限られてきている
こと、施設所有者や施設入居者の理
解が得られない場合があることが課
題である。
・マンホールトイレ本体及び資機材用
倉庫、建屋等の資機材は整備完了。
整備後は、１施設につき、大規模災害
時に避難者約1,000人が2週間程度
使用可能となる。

・津波避難ビルの
指定355施設（累
計）
・当該年度での配
備予定施設への
備蓄品充足率
100％
・津波避難ビル資
機材配備310施
設（累計）
・マンホールトイレ
の整備７施設
・被災者支援シス
テム等を活用した
訓練、研修の実施
（年１回）
・福祉避難所の指
定59施設（累計）
・福祉避難所資機
材配備50施設
（累計）

○

4-1
健康危機管理体制
の強化（感染症等）

地域保健
課、母子
保健課

・高知県、高知医療セ
ンターと連携し、新型イ
ンフルエンザ疑い患者
搬送訓練を実施
・国と県の新型インフ
ルエンザ等対策訓練
に合わせて、県と市の
間で情報伝達訓練を
実施(11月頃)
・保健所職員の防護
服着脱訓練及びアイ
ソレーター(患者移送
用陰圧装置)取扱い訓
練(搬送車出勤を含
む)の実施（３か月ご
と）
・「高知市備蓄計画」
に沿った防護服及び
消毒剤等の感染症物
品の整備(月１回確認
し、年度末に入替え)

・新型インフルエンザ疑い患者搬送訓
練訓練は、県での実施予定がないた
め実施困難。
・11月に国と県が新型インフルエンザ
等対策訓練を実施し、市はメールにて
情報伝達訓練を実施した。
・10月及び11月に全保健所職員を
対象にした健康危機管理研修(感染
症編）を実施。令和８年１月には、移送
に携わる職員のアイソレーター(患者
移送用陰圧装置）取扱い訓練、防護
服着脱訓練を実施した。
・感染症物品の整備は計画通り実施。

防災政策
課、地域
防災推進
課、健康
福祉総務
課

ー

2



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

5
情報収集と知識集
積の強化

政策企画
課

・市民意識調査の実
施
・市政研究講演会の
実施

・令和7年７月に、18歳以上の市民
3,000人を対象に、計47問の市民意
識調査を実施し、11月に調査報告書
を作成した。
・市政研究講演会について、令和７年
４月に高知市未来共創フェローを講
師とする研修を行った。

【補足】
・市民意識調査は、「高知市総合計
画」や「高知市まち・ひと・しごと創生
総合戦略」で設定した数値目標の達
成状況を毎年確認することに加え、市
民ニーズ把握のための経年調査及び
施策の重要度・満足度調査を隔年で
実施している。
・市政研究講演会は、市政の状況に
鑑み、高知市としての知識集積の必
要性に応じて実施する。

・市民意識調査の
実施
・市政研究講演会
の実施

◎

6
政策調査研究の推
進

人事課

・事業先進地の視察
支援により、職員の課
題発見力や政策提案
力の向上を図る政策
研究事業の実施
・市政課題に関する自
主的な研究活動を行
う政策課題研究研修
の実施
・広域的な地域課題を
テーマとした政策研究
活動を行う政策研究
共同研修（こうち人づ
くり広域連合実施）へ
の職員の派遣
・派遣研修報告会の
実施

・政策研究事業では事業先進地等へ
18人（見込み）を派遣し、報告書を全
庁掲示することで研修効果の展開を
図った。
・政策研究共同研修（こうち人づくり
広域連合実施）へ職員1人を派遣し
た。
・派遣研修報告会を６月と２月（予定）
に開催し、庁内における情報共有を推
進する。

・政策研究事業へ
30人派遣
・政策課題研究研
修の実施
・政策研究共同研
修への職員の派
遣
・派遣研修報告会
を２回実施

○

【窓口機能の改善】
・市民にとって分かりやすい窓口案内の
実現に向け、本庁舎１階東エレベーター
前ホールに庁舎案内用のデジタルサイ
ネージを設置するとともに、１階フロアの
来庁者呼び出し方法を統一させるため、
番号発券機の追加導入について検討を
スタートさせた。また、総合案内を有効に
活用するため、総合案内までの導線等が
分かりやすくなるように、案内看板を設置
する予定。
・窓口サービスを向上させるため、書かな
いワンストップ窓口システムの導入に向け
た、各課の業務内容や手続き実態にかか
る調査を実施。
【マイナンバーカードの普及・利活用の促
進】
・訪問型出張申請を実施し、市民により
身近な場所でマイナンバーカードの申請
サポート等を行うことで、カードの普及促
進に繋がった。
・イオンモール高知内郵便局への業務委
託について、予約受付を「２営業日前ま
で」から「当日予約」とすることで利用者
の増加に繋がった。

【マイナンバーカードに関する補足】
マイナンバーカード保有率
　令和７年３月末時点：73.0％
　令和８年２月末時点：76.7％

・マイナンバーカー
ド保有率の向上
※国の公表指標
の見直しに伴い、
普及状況を示す指
標を「交付率」か
ら「保有率」へ変
更。

○

・窓口機能の改善及
び効率化を検討、実施
・マイナンバーカードの
普及、利活用の促進

ＤＸ推進
課、行政
改革推進
課、情報
政策課、
中央窓口
センター、
各窓口所
管課

●

デジタル技術の活
用による総合的窓
口実施等の窓口改
善

7

⑵　政
策形成
機能の
強化

⑶　質
の高い
サービ
スの提
供

１　組織
力の強化

3



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

8
基幹業務システム
の一元化

●
情報政策
課

・最適化計画に基づ
き、基幹業務システム
の標準準拠システム
への移行に係る調達
の実施

・対象20業務の内、全国的なベン
ダーの開発遅延のため、特定移行支
援対象となった３業務を除いた17業
務について、令和８年１月を持って標
準準拠システムへの移行を完了した。

・基幹業務システ
ムの標準準拠シス
テムへの移行数

◎

9
地域共生社会実現
に向けた包括的支
援体制の構築

●
地域共生
社会推進
課

・ほおっちょけん相談
窓口の設置、運営支
援
・包括的相談支援員
の配置
・高知市地域共生社
会推進本部の運営

・ほおっちょけん相談窓口を薬局・社
会福祉法人等に設置し、高知市社会
福祉協議会に配置した地域福祉コー
ディネーターと協力して周知及び運営
支援を行った。また、市民へ相談窓
口・相談支援機関の周知啓発を行っ
た。
・包括的相談支援員を健康福祉部、こ
ども未来部及び教育研究所に合計
12人配置し、定期的に情報共有、協
議を行っている。また多機関協働の仕
組みについて協議をし相談支援部署
合同研修会（全体及び新任者向け）
を開催した。
・高知市地域共生社会推進本部の会
議を運営し、部会の活動状況・課題等
の報告、協議を行った。また窓口部署
を中心に研修を行い職員の意識醸成
を図った。

・ほおっちょけん相
談窓口の周知
・包括的相談支援
員の配置
・職員等を対象と
した研修実施

◎

10 地域内の連携強化 ●
地域コ
ミュニティ
推進課

・地域内連携協議会
の設立促進
・地域リーダーの育成
を支援

・一宮地域で地域内連携協議会を新
規設立（32/41地域で31団体設立）
・令和８年２月に地域内連携協議会全
体交流会を開催予定。

※地域活動実践ゼミナールは令和６
年度末終了のため今年度取り組みな
し。

・地域内連携協議
会の設立数（38
地域）
・地域活動実践ゼ
ミナールの開催
・協働のまちづくり
や住民自治等に
ついての研修の実
施

○

11
市民協働に関する
庁内情報共有・意
識啓発の推進

●
地域コ
ミュニティ
推進課

・地域課題等に関する
庁内情報共有
・職員への市民協働に
関する意識啓発

・地域共生社会推進本部地域活動支
援推進部会で「情報整理シート」
（旧：地域別共生カルテ）の見直しを
通した情報共有（５地域）を行い、各
課連携での取組を進めた。
・32地域（31団体）に地域活動応援
隊（137名）を配置した。

・庁内における地
域課題等の情報
共有、課題の解決
に向けた取組の推
進
・地域活動応援隊
の配置（38地域
に配置）

○

12
地域防災体制の充
実

●

防災政策
課、地域
防災推進
課

・防災人づくり塾の開
催
・防災士の育成
・自主防災組織結成
促進
・自主防災組織の育
成、強化

・６月から８月にかけて、防災人づくり
塾を開催し、修了者数は高知市会場
で158人。
・防災士資格取得試験合格者数は
133人、うち認証登録者数は55人
（12月時点。令和８年1月に再試験予
定）
・自主防災組織の結成率は96.8%と
なっている。

【補足】
・自主防災組織未結成の空白地帯が
あるため、結成促進に向けて働きかけ
ていく必要がある。

・防災人づくり塾
修了者数120 人
・防災士資格認証
登録者数90 人
・自主防災組織結
成率100％

○

２　連携・
協働の充
実

⑴　市
民と行
政の
パート
ナー
シップ
の確立

⑶　質
の高い
サービ
スの提
供

１　組織
力の強化

4



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

13
研究機関等との連
携

政策企画
課

・連携会議等を通じた
情報交換
・新たな連携分野の検
討

・令和８年1月現在、民間企業等17
社、大学２校と包括的な連携にかかる
協定を締結し、連携事業を推進してい
る。
・年度を通して、協定先との連携会議
等を開催し、定期的な情報交換を行っ
たほか、新たな包括連携協定締結の
検討や庁内への連携事業の周知をす
ることで、連携分野の拡充や協働活
動の推進を図っている。
・令和７年度連携事業　実績見込数
　（※令和８年１月時点）
　民間企業： 　　４５　件
　　　大学　　：  177  件
　　　計  　　 ：　 222  件

・包括連携協定に
基づき民間企業や
大学と連携して実
施する地方創生に
資する事業の数
（210件以上）

◎

14
地域おこし協力隊
事業の推進

移住・定
住促進課

・庁内での受入希望
調査
・受入れに向けた支援
・協力隊員のフォロー
アップ

・庁内での受入希望調査（令和８年度
着任想定案件）を実施。
・協力隊員の募集及び受入れ等の支
援（１名×２ミッションに係る調整等）
・協力隊員のフォローアップ（令和７年
度で新たに３名の隊員が着任）

【補足】
令和８年１月時点の協力隊員は５名。

・地域おこし協力
隊の新規受入人
数２人

◎

15
アウトソーシングの
推進

行政改革
推進課

・アウトソーシング等進
行管理表に基づく進
捗管理を行う。
・新たなアウトソーシン
グ等の項目追加につ
いて随時検討する。
・六泉寺町市営住宅
等公共施設へのＰＰＰ
／ＰＦＩ導入を検討す
る。

・六泉寺町市営住宅について、PFI事
業者選定に係るアドバイザリー業務を
委託し、令和７年11月にはPFI法に基
づく実施方針を公表。令和８年４月の
公募開始に向け、募集要項の作成を
進めている。
・国民宿舎桂浜荘について、令和７年
３月31日付けで、P-PFI事業者と公
募設置等計画の認定及び基本協定
を締結。令和８年１月から認定計画提
出者（事業者）による旧桂浜荘のリ
ニューアル工事を開始、令和９年４月
１日までに供用開始となる予定。

・アウトソーシング
等進行管理表の
年度計画による。

◎

16
指定管理者制度の
適正運用

行政改革
推進課

・指定管理者制度の
適正な運用
・指定管理者制度運
用を通じた制度改善
の検討

・指定管理者選定手続ガイドラインに
従い、令和７年度から新たに指定期間
が開始する２つの指定管理施設にお
いて審査委員会を開催した。なお、応
募がなく再公募となった１つの指定管
理施設については、令和８年２月に審
査委員会を開催する予定。
・各指定管理施設の令和６年度実績
に対して、指定管理者業務評価を実
施し、結果を令和８年３月までにホー
ムページで公表する予定。

・指定管理者選定
手続ガイドライン
（平成28年４月策
定）に基づく選定
手続等の実施支
援及びホームペー
ジによる結果の公
表
・指定管理者業務
評価指針（平成
29年２月策定）に
基づく評価の実施
及びホームページ
による結果の公表

◎

17
各種審議会等への
女性の積極的な参
画

人権同
和・男女
共同参画
課

・女性委員がいない審
議会について、所管課
等に女性委員登用の
働きかけ等を実施

本市審議会等の女性委員の登用状
況を確認し、11の審議会等で女性委
員が登用されていないことを把握。年
度末までに、当該審議会等の所管課
に個別ヒアリングを実施するとともに、
女性登用について働きかけを行う。

・女性委員がいな
い審議会の数０以
下

△

２　連携・
協働の充
実

⑵　多
様な担
い手の
活用

5



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

18 広域行政の推進
政策企画
課

・第２期れんけいこうち
広域都市圏ビジョンの
推進
・れんけいこうち広域
都市圏ビジョン推進懇
談会、れんけいこうち
広域都市圏推進会議
等の開催

・第２期れんけいこうち広域都市圏ビ
ジョンに登載されている20事業につ
いて、市町村担当者会議等により連
携市町村と連携しながら推進してい
る。
・７月にれんけいこうち広域都市圏推
進会議、８月にれんけいこうち広域都
市圏ビジョン推進懇談会を開催し、事
業の進捗状況の共有や令和７年度の
取組予定等について協議した。

【補足】
・年度を通して、市町村担当者会議等
により連携市町村と連携しながら事業
を推進している。
・連携中枢都市である高知市がけん
引役を果たし、圏域市町村が一丸と
なって、持続可能な圏域づくりを計画
的に推進することができている。

・第２期れんけいこ
うち広域都市圏ビ
ジョン登載事業の
推進

◎

19
高知市・土佐市消
防指令システム共
同運用

消防局総
合指令課

・消防指令システム共
同運用

・指令台を24時間365日円滑に運用
するためにベンダーと保守契約を結
び、迅速かつ臨機に対応できるサポー
ト体制を構築している。併せて、軽微な
トラブルについては職員レベルでリス
ク回避が可能な体制をとっている。
災害対応については、共同運用してい
る土佐市側においても、高知市同様の
迅速出動に努め、広域応援体制の強
化に向け、互いの連携を高めている。
令和６年度は、機器の不具合等により
134件の対応をベンダーに依頼した。
令和７年度は、同様の依頼件数とし
て、９月29日現在53件の不具合等が
生じている。これらの不具合等は出動
指令の遅延等に繋がる重大なリスク
を含むインシデントではないこと、ま
た、昨年度と比較すると減少傾向では
あるものの、少なからずリスクとなり得
るインシデントに変わりないことを踏ま
え、今後とも不具合等の削減に努めて
いく。

・出動指令の遅延
等に係る重大リス
クの顕在化　件数
０

○

20
行政情報公開の推
進

広聴広報
課情報公
開・市民
相談セン
ター

・情報公開制度の適
正な運用
・市民等に対して、運
用状況等の公表を実
施
・ホームページや工事
設計書等情報提供資
料及びオープンデータ
の随時更新、提供する
情報の充実

・情報公開制度の適正な運用のため、
各課への情報公開請求に対し、助言
や請求内容の調整を実施した。
・市民等に対して、運用状況等の公表
を10月に実施した。
・ホームページや工事設計書等の情
報提供資料及びオープンデータの随
時更新や提供する情報の充実を図っ
た。

ー －

２　連携・
協働の充
実

⑶　自
治体間
連携の
充実

⑷　情
報公
開・説
明責任
の徹底

6



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

21
広聴・広報機能の
充実

広聴広報
課

・第３期広聴広報戦略
プランの推進

・第３期広報戦略プランに基づき各事
業を実施。
・ホームページリニューアルは、７月に
プロポーザル方式により事業者を選
定し、８月と令和８年１月の全庁説明
会を経て、３月に新ホームページ公開
予定。
・「全ての市民に情報が伝わる」ことを
めざし、カラーユニバーサルデザイン
をテーマとした職員向けの研修を７月
と８月に実施した。
・高知市PR大使は、４月にGRe4N
BOYZに委嘱し、令和８年１月に高知
市ＰＲソングが完成、高知市成人式に
てお披露目した。
・取組に当たっては、広聴広報推進委
員会での意見や助言を踏まえ実施し
た。

・戦略事業の年次
目標達成

◎

22
パブリック・コメント
の充実

行政改革
推進課

・パブリック･コメント制
度の周知及び制度改
善の検討

・令和７年度当初に各所属に対して年
度内のパブリック・コメント実施予定を
調査し、結果をホームページに掲載し
た。
・令和８年１月現在で「高知市過疎地
域持続的発展計画」など７件のパブ
リック・コメントを実施。

― －

23
簡素で機能的な機
構の構築

行政改革
推進課

・簡素で分かりやすい
組織、機構の検討及
び機構改革の実施

・毎年の所属長ヒアリングを実施。
・市長公約に掲げた各施策の実現に
向けた各分野における連携強化を一
層進めるための組織体制を構築。ま
た、引き続きDXの推進やコア・ノンコ
ア業務の担い手の見直しなどに取り
組んだ。

ー －

24
公共施設マネジメ
ントの推進

●
財産政策
課

・高知市公共施設再
配置計画（第１期）の
対象施設について、施
設所管課とともに集約
化や複合化などの手
法を検討しながら、公
共施設における機能
及び総量の最適化に
取り組む。

・高知市公共施設再配置計画（第1
期）の対象施設について、施設別個別
実施方針に従い推進することで、累計
合計延床面積3,332.05㎡を除却完
了見込。
・海老川市民会館と筆山文化会館の
２施設について、延床面積縮減のた

め、他施設との複合化に向けた設計
協議を進めている。
・公共施設の具体的な方向性や方
策、取組などをまとめた現行の「公共
施設マネジメント基本計画」について、
将来人口推計や施設の地区別・施設
分類別の配置状況の分析、将来費用
の予測等を行った上で、計画の全面
改訂を行う。
【補足】
・令和８年３月改訂予定の「高知市公
共施設マネジメント基本計画」に基づ
き、令和８年度以降に延床面積100
㎡以上の建築物を有する全ての施設
を対象として、将来のサービスの在り
方や施設の整備方針等を検討した
「公共施設アクションプラン」の策定に
取り組んでいく。

・高知市公共施設
再配置計画（第１
期）において削減
が必要な延床面
積（累計）
12,315㎡

△

25
公社等外郭団体見
直しの推進

行政改革
推進課、
各所属

・外郭団体の運営状
況のモニタリング
・市ホームページによ
る外郭団体の運営状
況の公表
・外郭団体の組織、事
業の在り方等の検討

・対象となる10団体の運営状況のモ
ニタリングを実施し、資料を令和８年１
月に市ホームページで公表した。

・外郭団体の運営
状況のモニタリン
グの実施
・市ホームページ
による外郭団体の
運営状況の公表

◎

２　連携・
協働の充
実

⑷　情
報公
開・説
明責任
の徹底

３　簡素・
効率化の
追求

⑴　組
織の簡
素・効
率化

7



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

26
事務の集約による
効率化

行政改革
推進課、
人事課

・庁舎内の事務補助
作業を集約し、事務の
効率化を図る。

・４～11月の間に、59の部署が宛名
シール貼付けやチラシ封入などの封
緘作業、パンフレットの仕分けや梱包、
アンケート結果入力等を依頼し、各課
において事務の効率化や経費節減を
図った。

【補足】
・令和６年度（４月～11月）の依頼部
署数は56であり、前年度と比較して
増加している。

・高知市ワークス
テーションへの事
務作業依頼の実
施

◎

27
デジタル技術の活
用による業務の効
率化

●

DX推進
課、情報
政策課、
行政改革
推進課

・ＡＩ、ＲＰＡ等のデジタ
ル技術の活用

・用途に合わせた生成AIツールが選
択できるように、一般的な利用に適し
たexaBase及び議会答弁作成等に
特化したQommonsAIの２つを導入し
た。
・RPAでは、初心者研修での操作体
験や個別相談会を継続して実施。
RPAを活用したことのない職員にも利
便性を広く知ってもらうため、導入事
例や活用者の声を広報した。
・ノーコードツール（kintone）を活用
して、3課（防災政策課、母子保健課、
下水道施設管理課）において試験的
にアプリを作成し、業務の効率化や改
善の効果を検証した。

【RPAに関する補足】
令和8年1月時点で、完成した新規の
ロボット数は13件。

・ＡＩ、ＲＰＡ等のデ
ジタル技術の活用
による効率化

◎

28
職員定数管理の取
組の推進

行政改革
推進課、
消防局、
上下水道
局、教育
委員会、
各行政委
員会

・高知市職員定数管
理計画に基づく適正
な職員定数の確保

・令和７年４月１日の職員定数は
2,815人となっており、2,860人の条
例定数内の定数配分と、年度計画の
職員定数2,826人以内を達成した。

・高知市職員定数
管理計画の年度
計画による。

◎

29
公共施設における
エネルギー使用量
の低減

財産政策
課、各所
属

・高知市有施設包括
的エネルギー管理標
準に基づき、職員一人
ひとりが空調や照明の
運用改善等に取り組
む。

・公共施設マネジメント推進本部専門
部会及び本部会において、高圧受電
施設の電気料金の仕組みについて説
明をするとともに、契約電力抑制のた
め消費電力の高い機器の突発的な使
用を避けることなどについて啓発を
行った。
・庁内の情報掲示板等を用いて、前年
のエネルギー使用量等を示しながら、
職員一人ひとりが実践できるような具
体的な手法を交えて、省エネ啓発を行
う。

ー －

30
庁舎の効率的な管
理運営

総務課
・適正な庁舎管理運
営の実施

・本庁舎等における常駐施設管理や
清掃など６業務について、高い専門知
識とノウハウを有する民間事業者へ総
合的に委託し、管理業務の品質向上
と利用者の利便性の確保、維持管理
コストの削減を図る庁舎総合管理業
務を継続して実施する。
あわせて、各種設備の法定点検や補
修を確実に行い、施設の適切な保全
と長寿命化を図る。

ー －

３　簡素・
効率化の
追求

⑴　組
織の簡
素・効
率化

⑵　コス
ト意識
の徹底

8



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

31
行政評価の実施及
び活用

行政改革
推進課、
政策企画
課、財政
課

・事務事業について具
体的な目標を掲げ、そ
の目標の達成状況や
必要性、有効性等を評
価し、改善、見直し等
につなげる。

・総合計画第２次実施計画搭載事業
（543事業）のうち、179事業を対象
に事務事業評価を実施した。
・事務事業台帳を活用した簡易事務
事業評価については、予算編成作業
に活用及び今後の事務の進捗管理に
活用する。

・事務事業評価の
実施

◎

32
事務事業見直しの
推進

行政改革
推進課、
財政課、
各所属

・予算編成作業を通じ
た事務事業の見直し
・事務事業評価結果を
踏まえた事務事業の
見直し

・令和8年度の当初予算の編成作業
を通じて、簡易事務事業評価における
評価指標の達成状況を考慮し、事務
事業の見直しを実施。

ー －

34
接遇力向上の取組
の推進

人事課

・一般職、事務補助員
対象の接遇研修の実
施
・部局研修委員会の
接遇リーダー育成と接
遇向上のための取組
を実施

・新規採用職員を対象に接遇研修を
４回実施し、１2９名（れんけい市町村
職員10名を含む）が受講。
・新規に接遇リーダーを23人選任し、
接遇リーダーを対象とした接遇研修
の開催や、年に３回（予定）の接遇
リーダー会を実施し、接遇リーダーを
育成した。
・「接遇に関する具体的な行動計画」
を基に、各部局研修委員会で接遇向
上のための取組を実施。
・職員向け広報誌「接遇好感度向上
通信」を３回（見込み）発行・掲示し
た。

・接遇研修を実施
・新規に接遇リー
ダーを20人育成
・各部局研修委員
会で「接遇に関す
る具体的な行動計
画」による取組実
施
・接遇リーダー会
を２回実施
・職員向け広報誌
「接遇好感度向上
通信」２回発行、
掲示

◎

35
職場におけるリスク
マネジメントの推進

行政改革
推進課、
各所属

・新たなマニュアルに
基づくリスク点検等の
実施

・各課に対してリスクと思われる事象
を洗い出して予防策や対応策を定め
た「職場でのリスク点検シート」の作
成を依頼した。
【補足】
・令和６年度のリスク対応発生件数は
16件で、令和７年度は令和８年１月現
在で17件となっており、前年度の発生
件数を超えている。引き続き、リスク点
検シート等により、リスクを顕在化させ
ないように取り組んでいく。

・リスク対応シート
報告件数の減少

△

◎

３　簡素・
効率化の
追求

⑶　評
価と改
善の推
進

４　信頼
性の確保

⑴　職
員の能
力と資
質の向
上

33
職員の倫理意識の
向上

●

人事課、
人権同
和・男女
共同参画
課、各所
属

・階層別研修（管理職
を除く）において、コン
プライアンス推進研
修、人権研修を必修研
修として実施
・全職場において人権
研修及びコンプライア
ンス研修を実施
・全所属長を対象に、
人権研修推進員研修
を実施
・ハラスメント防止研
修を実施
・人事課又は各課で
行う人権に係る研修に
おいてSOGIについて
学ぶ機会を提供する

・こうち人づくり広域連合と連携し、各
階層別研修においてコンプライアンス
推進研修及び人権研修を実施。
・相談員他を対象にハラスメント防止
研修、人権研修推進員（所属長）対象
に人権研修及びコンプライアンス研修
を実施。
・ハラスメントの防止や心理的安全性
の向上を目的とした、風通しの良い職
場環境づくり研修（部長級以下の管
理監督職員）を実施。
・全職場において、所属長等が講師と
なり人権研修及びコンプライアンス研
修を実施。
・新規採用職員研修において、SOGI
に関する研修を実施。

・適切な実施方法
や内容で各研修
を着実に実施
・全職場において
人権研修及びコン
プライアンス研修
を確実に実施
・人権研修推進員
研修を２回実施
・職員に対しSOGI
に関する研修を実
施

9



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

36 働き方改革の推進 ●

行政改革
推進課、
人事課、
各所属

・全ての職員が働きや
すい職場環境の整備
・時間外勤務時間の
縮減

・「高知市職員テレワーク実施要領」
に基づき、4～11月の間に119件の
実施があった。
・他律的業務について、令和８年２月
に各部局に照会し、各部局からの協
議に基づき、年度内に指定予定。
・令和６年度時間外勤務実施状況に
ついて、５月に所属長に通知し、確認
及び検証の実施を行った。

・テレワークの推進
・他律的業務の指
定、協議
・各所属における
時間外勤務実施
状況の確認及び
検証の実施

◎

37-
1

職員研修の充実 人事課

・階層別研修の実施
・各種能力向上開発
研修の実施
・職場研修の実施
・派遣研修の実施

・各階層別研修（新規採用職員研修、
採用２年目職員研修、採用３年目職
員研修、採用５年目職員研修、採用
10年目職員研修、採用15年目職員
研修、係長研修、課長補佐研修、課長
研修）を各１回以上実施した。
・定年年齢が引き上げられたことを受
け、年度年齢55歳の職員を対象に
キャリアデザイン研修を実施した。
・各種の能力向上、開発研修及び市
政課題へ対応する研修(本市主催)に
ついては、行政課題や職員のニーズ
に応じた内容の充実を図り、計17件
実施した。
・専門研修機関における研修について
は、30人（見込み）を集合研修に派遣
し、オンライン研修に20人（見込み）
が参加した。
・階層別研修、職場研修、派遣研修を
着実に実施し、職員の総合的な人材
育成につながった。

・各階層別研修
（新規採用職員研
修、採用２年目職
員研修、採用３年
目職員研修、採用
５年目職員研修、
採用10年目職員
研修、採用15年
目職員研修、係長
研修、課長補佐研
修、課長研修、再
任用職員研修）を
各１回実施
・各種の能力向
上、開発研修及び
市政課題へ対応
する研修(高知市
主催)を16件実施
・専門研修機関へ
60人派遣（実地
研修及びオンライ
ン研修の合計）

○

37-
2

職員研修の充実
文書法制
課

・任期付職員を含む新
規採用職員研修、庶
務、会計実務研修及
び実務遂行能力発展
講座の各研修を、担当
が講師となり実施
・業務相談等を通した
ＯＪＴを実施
・各課での適正な文書
管理を主導する文書
取扱責任者を対象と
した研修の実施

・任期付職員を含む新規採用職員研
修、庶務、会計実務研修及び実務遂
行能力発展講座の各研修を、担当が
講師となり実施した。
・業務相談等を通したＯＪＴを実施し
た。
・各課での適正な文書管理を主導す
る文書管理担当者を対象とした研修
を実施する見込み。

【補足】
・新規採用職員研修（4月・10月）、庶
務、会計実務研修（7月）及び実務遂
行能力発展講座の研修（10月）をそ
れぞれ実施した。
・年間を通して、各課からの業務相談
について適宜課内で問答法を取り入
れたミーティングを行いＯＪＴを実施し
ている。
・令和8年１月に全庁を対象とした公
文書等の管理に関する研修を実施予
定である。

ー －

37-
3

職員研修の充実 出納課

・７月に庶務、会計実
務研修を実施
・10月に実務遂行能
力発展講座を実施

・７月に庶務・会計実務研修
・10月に実務遂行能力発展講座

【補足】
出納事務及び財務会計システムに係
る運用及び操作方法について、研修
を実施し、職員の能力と資質の向上
に取り組んだ。

－ －

４　信頼
性の確保

⑴　職
員の能
力と資
質の向
上
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大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

37-
4

職員研修の充実
技術監理
課

・派遣研修の実施
・階層別研修の実施
・学生を対象に技術職
のＰＲを実施

・研修機関での研修は32講習、43名の
派遣を実施した。
・庁内の技術職員研修については、採用
１年目の職員は２回、採用２年目及び３年
目職員は、合同で１回実施した。

【補足】
学生を対象とした業務内容のPRについ
て、高知大学・高知高専・高知工業に対し
て実施した。（なお、高知高専は高知県工
業会主催の県内企業研究会にて実施。）
高知工科大については、3月に実施予
定。また、1月に人事課が予定している高
知市職員オンライン就職セミナーに参加
する予定である。

・各種機関の研修
に派遣

・新任者研修、1年
目研修、２年目研
修、３年目研修を
各１回実施

・高知大学・高知
工科大・高知高
専・高知工業への
ＰＲを実施

◎

37-
5

職員研修の充実

上下水道
局総務
課、上下
水道局技
術監理課

・研修体系に基づいた
派遣研修の実施
・資格取得計画に基づ
いた資格取得の推進
・職場ニーズの高い分
野の部局研修の実施
・人材育成、技術継承
のためのメンター制
度、ＯＪＴの実施及びマ
ニュアルの整備、活用

・派遣研修に32名派遣した。
・部局研修を８件実施した。
・資格取得計画目標100%達成。
・メンター制度、OJTは中間ヒアリング
及び最終ヒアリングを実施。

【補足】
令和８年３月指標達成見込み。
上下水道事業を安定的かつ継続的に
運営するために必要な、知識や技能を
習得することができた。

・研修機関への派
遣人数 18人以上
・部局研修開催件
数 ６件以上
・資格取得計画目
標達成率 90％以
上

◎

38
女性リーダー職員
の育成

人事課

・各研修機関が実施す
るリーダー職員育成や
自治体女性職員向け
研修等へ女性職員を
派遣
・女性職員登用の積
極的検討
・「ダイバーシティ推進
研修（こうち人づくり広
域連合実施）」の就任
２年目課長補佐級職
員の受講

・市町村アカデミーなどの研修機関実
施の自治体女性向け研修等へ女性
職員３人（見込み）を派遣し、女性職
員のキャリア形成における意識啓発を
行った。
・「ダイバーシティ推進研修（こうち人
づくり広域連合）」を就任２年目課長
補佐級職員35人が受講し、性別にか
かわらずキャリアを描ける環境整備に
向けた、管理職の意識の向上を図っ
た。
・研修受講等により主体的に意識や
能力の向上を目指す職員を育成して
いく。

・各研修期間が実
施するリーダー職
員育成や自治体
職員向け研修等
へ女性職員を３人
派遣

◎

４　信頼
性の確保

⑴　職
員の能
力と資
質の向
上
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大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

40
人事制度を通じた
人財育成の推進

● 人事課

・「人事考課（被考課
者）研修」、「人事考
課、目標管理研修」、
「人事考課（考課者）
研修」、「人事考課（調
整者）研修」を、それぞ
れ一般職員（主に新
規採用職員）、新任係
長職員、新任課長補
佐級職員、新任課長
級職員の必修研修と
して実施
・目標設定や考課時
期に、着実に面談が実
施されるように周知す
る。
・公務員制度改革等
に留意した人事管理
制度の改善を検討す
る。

・被考課者研修（主に新規採用職員
等の一般職員対象）、人事考課、目標
管理研修（新任係長職員対象）、考課
者研修（新任課長補佐級職員対象）、
調整者研修（新任課長級職員対象）
を実施することにより、各階層で人事
考課制度の意義、目的及び役割につ
いて理解を深めてもらい、また、面談の
実施や考課時期について全庁周知を
適宜行い、制度の適切な運用に努め
た。

【補足】
人事考課、目標管理研修は５月に、そ
の他の研修は７月に研修を実施し、人
事考課制度の意義、目的及び役割に
ついて職員の知識の定着を図った。

・適切な実施方法
や内容にて各研修
を着実に実施す
る。
・年３回（期初、期
中、期末）、目標設
定及び考課時期
に掲示板等で面
談実施を促す。

◎

41
メンタルヘルス対策
の充実

職員厚生
課

・ストレスチェックの実
施
・研修及び相談の充
実

・ストレスチェックを９月末～10月中旬
にかけて実施し、個人結果を通知する
ことにより、セルフケアを促した。
・専門医によるメンタルヘルス相談を
月２回実施。
・心の健康づくり計画及びメンタルヘ
ルスハンドブックを新規採用職員に配
布した。

― －

４　信頼
性の確保

⑴　職
員の能
力と資
質の向
上

・職員採用資格試験の申込者増加を
図るため、高知県との併願が可能とな
るよう上期試験の日程を変更するな
ど、試験内容の見直しを行った。
・上期・下期の採用試験に加えて、特
別募集を実施。、即戦力の確保を図る
ため「行政実務経験者」を対象とした
試験を導入した。
・県内外の幅広い層に対し訴求し、人
材を獲得するため、転職サイトへの求
人記事掲載を開始した。
・各種学校や団体等が主催する就職
説明会等に参加。また、公務員志望の
学生等を参加者として高知市役所の
魅力を発信するイベントを新たに開催
した。また、昨年度に引き続き、各職種
の職員が業務内容等を説明する「就
職セミナー」をオンラインで実施予定。

【補足】
試験内容等の見直しや広報活動の強
化など、積極的に取り組んだが、採用
計画の予定人数に最終合格者が達し
ていない。他都市の状況等も踏まえ、
引き続き試験内容等の見直しや広報
活動の充実に取り組んでいく。

・試験手法の検証及
び周知手法の検討

人材の確保39 ー －人事課

12



大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

42
公共的団体等の資
金取扱事務の適正
化

行政改革
推進課、
各所属

・定期的な資金取扱
状況の確認
・不定期検査の実施

・各部局で所管する資金取扱団体の
状況確認を半期ごとに実施した。
・資金取扱事務について実地での状
況確認を７月に８団体実施済。一部で
マニュアルに沿った運用がなされてい
ない事例があったため、事務の見直し
を図るとともに、当該事例を行政改革
推進本部会に報告し、全庁での情報
共有を図った。

ー －

44
監査指摘事項への
対応

各所属、
行政改革
推進課

・監査委員による定期
監査及び外部監査人
による包括外部監査
における指摘事項等
に対し、状況報告及び
措置報告を実施し、事
務の適正化に努める。

・監査委員による定期監査及び外部
監査人による包括外部監査における
指摘事項等に対し、状況報告及び措
置報告を実施し、事務の適正化に努
めている。

ー －

45
個人情報保護の徹
底

●

広聴広報

課情報公
開・市民
相談セン
ター、各
所属

・個人情報保護法及
び法施行条例等に基
づき、適正な個人情報
保護制度の運用を行
うために、全庁の関係

課に対する監査の実
施や個別アドバイスの
ほか、安全管理措置に
係る教育を目的とした
職員等への研修を実
施
・市民等に対して、運
用状況等の公表を実
施

・適正な個人情報保護制度の運用を
行うため、関係課に個別に随時アドバ
イスを行っているほか、安全管理措置
に係る監査計画の令和７年度計画分
を実施した。
・市民等に対して、運用状況等の公表
を10月に実施した。

ー －

46
情報システムのセ
キュリティ対策の徹
底

情報政策
課

・情報端末利用による
多要素認証化に伴う
セキュリティ対策の強
化

対象端末の全てに多要素認証システ
ムを導入している。

【補足】
多要素認証（ID、パスワードに加え、
入退室カードや顔等、追加要素の認
証を加える）を行うことで、従来のID、
パスワード2要素での認証と比較し、
セキュリティ対策が強化されている。

・対応端末100％
の維持

◎

⑵　公
平・公
正の維
持

43
公平・公正で透明
性の高い入札・契
約制度の確立

契約課

・一般競争入札の適
用範囲の段階的拡大
・電子入札の適用範
囲の段階的拡大

⑶　情
報セ
キュリ
ティの
強化

４　信頼
性の確保

・高知市公共調達審議会に対し、一般
競争入札及び電子入札の拡大に関す
る方向性を確認。（７月）
・建設コンサルタント業務については、
令和７年４月１日付けでの地方自治
法施行令改正を受け、少額随意契約
適用の上限額を従前の50万円から
100万円に引き上げたことにより、本
年度から全ての競争入札による調達
において電子入札による一般競争入
札を適用することとした。

・高知市入札・契
約制度基本方針
及び同推進計画
に基づき工事請負
契約に一般競争
入札又は電子入
札を適用する。

◎
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大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

47 財政運営の健全化 財政課

・新年度予算編成に
向けて、部局概算要求
基準額を設定し、政
策、経常一体要求方
式による収支の見通し
を踏まえた予算編成
の実施
・起債発行の抑制及
び償還期間の適正化

・令和８年度予算編成に向けて、部局
概算要求基準額を設定し、政策経常
一体要求方式による予算編成を実施
した。
また、部局内での調整を促進するた
め、部局別の概算要求基準額の内訳
を示さないこととした。
・投資事業の平準化・抑制及び臨時
財政対策債の発行減により、一般会
計における令和６年度末の公債費残
高は前年度から約65.1億円低減し
た。
・事業内容を精査し、耐用年数に基づ
く適正な償還期間で起債を発行した。

【補足】
・実質公債費比率算定における分母
（臨時財政対策債発行可能額）の減
等により、令和６年度末における実質
公債費比率（3年平均）は12.6％（対
前年比△0.3％）となった。
・公債費負担の低減が今後の課題で
あり、引き続き起債発行の抑制及び償
還期間の適正化に努める。

・年度末における
実質公債費比率
を10％未満とす
る。

○

48
持続可能な上下水
道事業の推進（経
営の健全化）

上下水道
局企画財
務課

・上下水道事業経営
戦略改定版の実践及
び検証

・上下水道事業経営戦略改定版をも
とに事業を実施
・経営目標や各種の経営指標等の進
捗確認を実施

【補足】
経営目標（経営戦略の計画期間最終
年度の令和13年度に目指すべき目
標）
【水道】
①当年度純利益（黒字）の継続
②企業債残高の抑制（給水人口１人
当たりの企業債残高を10万円以下に
抑制）
③事業運営資金等の確保（60億円
の補てん財源残高の確保）
【下水】
①当年度純利益（黒字）の継続
②水洗化率の向上（R13の水洗化率
88.3％を目指す）
③汚水分の企業債残高の削減（水洗
化人口1人当たりの企業債残高を18
万４千円以下に抑制）

ー －

5　財政
基盤の強
化

⑴　財
政健全
化の推
進
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大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

49-
1

公平・公正な賦課 市民税課

・課税客体の収集及
び調査に基づく未申
告者への申告勧奨
・複雑化する税制改正
及びその他の関連す
る制度改正への適切
な対応

・未申告者に対して、７月と11月に呼
び出し調査を行い、申告による所得決
定を行った。
・税制改正への対応を、適正に行っ
た。

【補足】
・調査対象4,163人
未完了者1,474人（35％）
完了者2,689人（65％）

・未申告者で調査
対象に該当した者
のうち、調査が完
了した者の割合
50％以上

◎

49-
2

公平・公正な賦課 資産税課

・未特定家屋の一斉
調査結果等に基づき、
課税につながる家屋
調査の実施

・令和７年度の未特定家屋に対する家
屋課税調査の実施見込み件数は約
170件。

・家屋課税調査の
実施件数　年間
100件

◎

5　財政
基盤の強
化

⑵　財
源の確
保

50

・過年度債権は、徴収率の上昇により
未収金額が減少しているが、現年度
債権は、市税における調定額の増加
などにより未収金額が増加しており、
全体としては未収金額が増加してい
る。

【補足】
・７月の収納対策推進会議で、各債権
所管課の前年度の取組内容の検証と
収納率目標値の達成状況のチェック
及び新年度の取組予定内容、収納率
目標値の設定などを実施するととも
に、新年度の滞納整理計画の確認及
び承認を行った（令和８年２月にも会
議開催し進捗管理予定）。
・債権管理条例に基づく債権放棄案
件について、収納対策推進会議にて
審議を行った。
・債権所管課に対するヒアリングを年
数回実施し、各債権所管課の取組状
況や計画の進捗状況を聴取するとと
もに、回収（徴収）が困難な債権に関
して、滞納処分及び強制執行措置並
びに債権放棄の実施など、その対応
について適宜指導・助言を実施してい
る。

・前年度より未収
金額が下回ること

△債権管理の適正化

税務管理
課債権管
理室、各
所属

・早期の債権所管課
の状況把握に向け、年
度当初からのヒアリン
グの実施
・滞納処分（換価）や
強制執行措置の実施
・債権放棄の実施
・債権所管課ごとに提
出している取組内容の
検証と収納率目標値
の達成状況チェック
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大綱
【基軸】

大綱
【基本
方策】

№ 取組項目名
重
点

所管課 令和７年度取組事項
令和７年度取組状況

（令和８年１月時点、見込含む）
年度指標

指標
達成
状況

51
使用料・手数料等
の見直し

財政課

・使用料、手数料等に
係る原価計算等を行
い、適切な見直し作業
を実施

・使用料、手数料等に係る原価計算
等を行い、64施設の使用料及び15
の手数料について、令和８年４月から
改定する見直しを行った。

― －

52 広告収入の確保 管財課

・公用封筒、ホーム
ページ、広報紙等を活
用した収入確保
・公共施設への広告
付案内表示板の設置
拡充及び新たな財源
調達方法の検討
・広告媒体所管課との
連携による広告収入
事業の推進

・公用封筒、ホームページバナー、広
報紙、案内表示板、窓口案内システム
で広告掲載を実施し、合計12,487
千円の広告料を徴収予定であり、前
年度実績（12,140千円）を347千円
上回る見込みである。
広告収入の内訳は、公用封筒で128
千円（対前年度同額）、ホームページ
バナー1,122千円（対前年度比17千
円の増）、広報紙5,788千円（対前年
度比329千円の増）、案内表示板で
5,448千円（対前年度同額）の広告
収入を得る見込みである。

・前年度実績以上
の広告収入の確
保

◎

53
新たな自主財源調
達手法の検討

財政課、
財産政策
課、外商
支援課、
各所属

・公有財産等を活用し
た収入確保等の検討
・その他、自主財源確
保に向けた方策の研
究、検討

・令和６年度に引き続きネーミングライ
ツパートナーを募集し、新たに６施設
が追加となった。これに伴い全23施
設、ネーミングライツ料・年額換算
3,977.1万円（対前年度1,275万円
増）の財源確保につながった。
・ふるさと納税については、令和７年度
の機構改革に伴い、ふるさと納税推進
室を商工振興部に移管した。また、令
和６年度に公募型プロポーザル方式
で契約した中間委託事業者との連携
を一層強化した結果、前年度を上回
る寄附金額となった。

― －

⑶ 公
有財産
の有効
活用

54
遊休資産の整理活
用

管財課

・郵便入札やネット
オークションによる売
却
・新たな活用方法の検
討

・財産政策課及び遊休資産の所管課
と連携し、新たに遊休地となった資産
等の調査を行うとともに、公共施設マ
ネジメント推進本部会で売却方針と
なったものについては、測量や鑑定な
どを行い、売却に向けた準備を進め
る。
なお、今年度は一般競争入札を８月に
実施し、百石町四丁目及び長浜の市
有地を売却した。また、インターネット
オークションを２回行った（応札は0
件）。今後は、２回目の一般競争入札
を令和８年３月に行う予定である。

・５物件以上の売
却

○

0

5　財政
基盤の強
化

⑵　財
源の確
保
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Ⅱ 行政評価（ア 事務事業評価、イ 簡易事務事業評価） 

 

 

 

 

本市では、行政活動の取組について、達成状況を公開することにより行政の説明

責任を果たし、効率的で質の高い行政の実現を目指すとともに、職員の意識改革や

政策形成能力の向上を図り、市民満足度の高い行政運営を実現することを目的と

し、行政評価推進方針に基づき、行政評価を実施しております。 

令和７年度は事務事業評価、簡易事務事業評価の２種類の行政評価を実施いた

しました。 
 

 

 

 

行政評価制度について 

政策・施策評価：令和元年度に実施 
※ 総合計画後期基本計画策定作業に活
用 
 
事務事業評価：令和６年度から令和８年

度までの間に各事業１回
実施 

○ 評価対象事業（543事業） 
令和６年度：138事業 
令和７年度：179事業 今回 
令和８年度：227事業（予定） 

計544事業 
※ 同一の事業を教育委員会が令和６年度、こ

ども未来部が令和７年度にそれぞれ評価す

るため評価事業数は544となる。 

 
○ 評価方法 

所属長が事業実施の必要性、効率性、
公平性及び事業内容の有効性の４つの
視点から１次評価を行い、その結果を
踏まえ、所管部局長が総合的に評価を
行う。 

 
簡易事務事業評価：毎年度実施 
○ 評価対象事業 

事務事業台帳作成事業（約2,100事
業）から、一般管理経費や法令等の基準
があるため指標設定不要と判断した事
業を除いたもの。（令和７年度：1,502事
業評価実施済） 

 
○ 評価方法 

所属長が事業実施の必要性、効率性、
公平性及び事業内容の有効性の４つの
視点を踏まえ、年度ごとに設定した評
価指標の目標達成度の評価を行う。 

2011高知市総合計画（2016基本計画改訂版） 
施策体系 

事務事業評価 

施策の大綱 
(６項目) 

政策 
(14項目) 

施策 
(54項目) 

事務事業 
(約2,100事業) 

総合計画第２次実施計画 
登載事業543事業 

簡易事務事業評価 

政策・施策評価 
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Ⅱ－ア　令和７年度　事務事業評価結果一覧（部局順）

必要性 有効性 効率性 公平性

政策企画部
(１)

1 DX推進課 ○ 行政ＤＸの推進 A A 18.0 4.0 5.0 5.0 4.0

2 総務課 ○ 姉妹・友好都市交流事業 B B 15.0 4.0 5.0 3.0 3.0

3 総務課 外国青年国際交流員招致事業 A A 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

4 防災政策課 △ 災害救助物資備蓄事業 B A 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

5 防災政策課 ◇ 長期浸水対策事業 B A 16.0 4.0 4.0 3.0 5.0

6 防災政策課 南海トラフ地震対策業務継続計画事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

7 防災政策課 受援計画事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

8 地域防災推進課 ◇ 地域防災活動担い手支援事業補助 C C 14.0 4.0 2.0 3.0 5.0

9 地域防災推進課 避難行動要支援者対策事業 B B 15.0 4.0 4.0 3.0 4.0

10 地域防災推進課 津波防災避難路等整備事業 B A 16.0 5.0 3.0 5.0 3.0

11 地域防災推進課 中山間地域防災対策事業 (a) A 18.0 4.0 5.0 5.0 4.0

12
(※)

管財課，新エネルギー・環境
政策課

公用車脱炭素化推進事業 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

13 財産政策課 ○ 公共施設ＬＥＤ化推進事業 A A 19.0 5.0 5.0 4.0 5.0

14 財産政策課 公共施設マネジメント推進事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

15 人権同和・男女共同参画課 男女共同参画の推進 B B 15.0 5.0 3.0 3.0 4.0

16 人権同和・男女共同参画課 こうち男女共同参画センター管理運営 A A 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

17
(※)

地域コミュニティ推進課，鏡
地域振興課，春野地域振興課

集落活動センター推進事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

18 地域コミュニティ推進課 町内会市民活動活性化事業補助 A A 16.0 5.0 3.0 4.0 4.0

19 地域コミュニティ推進課 市民活動サポートセンター運営事業 A A 16.0 4.0 3.0 5.0 4.0

20 地域コミュニティ推進課 長浜・御畳瀬・浦戸地域振興計画推進事業 (a) A 16.0 4.0 5.0 3.0 4.0

21 くらし・交通安全課 △ 交通安全運動運営 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

22 くらし・交通安全課 交通安全推進指導団体補助 B C 16.0 5.0 2.0 4.0 5.0

○印：９月議会常任委員会での報告事業で意見のなかった事業

△印：９月議会常任委員会での報告事業で意見のあった事業

□印：９月議会常任委員会での報告事業で意見があり，高知市行政改革推進委員会で意見のあった事業

▽印：９月議会常任委員会での報告事業で意見がなく，高知市行政改革推進委員会で意見のあった事業

◇印：高知市行政改革推進委員会で意見のあった事業

総務部
(２)

防災対策部
(８)

財務部
(３)

市民協働部
(８)

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

集計結果

 Ａ 事業継続 134 事業( 74.9 %) 146 事業( 81.6 %)

 Ｂ 改善を検討し，事業継続 34 事業( 19.0 %) 22 事業( 12.3 %)

 Ｃ 事業縮小・再構築の検討 7 事業( 3.9 %) 11 事業( 6.1 %)

 Ｄ 事業廃止・凍結の検討 0 事業( 0.0 %) 0 事業( 0.0 %)

 (a) 事業の完了 4 事業( 2.2 %)

 (d) 事業の廃止 0 事業( 0.0 %)

 合　　　計 179 事業 179 事業

部局長評価 所属長評価
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必要性 有効性 効率性 公平性

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

23 健康福祉総務課 福祉避難所整備事業 B A 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

24 地域保健課 医事指導 B A 17.0 5.0 4.0 3.0 5.0

25 地域保健課 結核対策推進事業 A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

26 地域保健課 災害医療救護活動促進事業 A A 19.0 5.0 5.0 4.0 5.0

27 生活食品課 食肉衛生検査事業 A A 17.0 4.0 5.0 3.0 5.0

28 生活食品課
公衆衛生対策等事業

A A 18.0 5.0 5.0 3.0 5.0

29 生活食品課 蚊等衛生害虫・不快害虫駆除事業 A A 17.0 5.0 4.0 3.0 5.0

30 健康増進課 精神障害者地域移行促進事業 A A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

31 健康増進課 生活習慣病予防対策事業 A A 18.0 5.0 5.0 4.0 4.0

32 健康増進課 口腔保健支援センター A A 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

33 障がい福祉課 障害者住宅リフォーム事業 B B 14.0 4.0 4.0 3.0 3.0

34 障がい福祉課 日中一時支援事業 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

35 障がい福祉課 日常生活用具給付事業 A A 16.0 4.0 5.0 4.0 3.0

36 障がい福祉課 障害者スポーツ振興・文化教室事業 A A 17.0 5.0 4.0 5.0 3.0

37 障がい福祉課 移動支援事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

38 高齢者支援課 ◇ なごやか宅老事業 C C 11.0 4.0 3.0 2.0 2.0

39 高齢者支援課 ○ 住宅改造助成事業 C C 12.0 4.0 3.0 2.0 3.0

40 基幹型地域包括支援センター
介護予防普及啓発事業，地域介護予防活動支
援事業 A A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

41 基幹型地域包括支援センター 認知症サポート事業 A A 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

42
福祉管理課,第一福祉課，第
二福祉課

避難所開設訓練 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

43
福祉管理課，第一福祉課，第
二福祉課

生活保護事務適正化事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

健康福祉部
(21)
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必要性 有効性 効率性 公平性

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

44 子育て給付課 子ども医療費助成事業 A A 17.0 5.0 5.0 3.0 4.0

45 子育て給付課 児童手当 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

46 子育て給付課 児童扶養手当 A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

47 子育て給付課 ひとり親家庭医療費助成事業 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

48 子育て給付課 母子家庭等高等職業訓練促進給付金 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

49 子育て給付課 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

50 子ども育成課
地域子育て支援拠点（地域子育て支援セン
ター）事業 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

51 子ども育成課 子育て集いの場活動支援事業補助 B B 14.0 4.0 3.0 3.0 4.0

52 子ども育成課 放課後児童健全育成事業 B B 15.0 4.0 3.0 4.0 4.0

53 母子保健課 妊婦歯科健診事業 A A 17.0 4.0 3.0 5.0 5.0

54 母子保健課 産婦健診事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

55 母子保健課 幼児健診事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

56 母子保健課 育児相談事業 A A 18.0 5.0 5.0 3.0 5.0

57 母子保健課 新生児聴覚検査事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

58 子ども家庭支援センター 児童虐待予防推進事業 A A 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

59 保育幼稚園課 家庭支援推進保育事業補助 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

60 保育幼稚園課 一時保育促進事業補助 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

61 保育幼稚園課 市立保育所施設整備事業 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

62 保育幼稚園課 認定こども園施設整備事業補助 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

63 保育幼稚園課 △ 保幼小連携推進地区事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

64 新エネルギー・環境政策課 里山保全啓発推進事業 A A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

65 新エネルギー・環境政策課 鏡川清流保全基本計画推進事業 A A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

66 新エネルギー・環境政策課 環境保全啓発推進事業 A A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

67 新エネルギー・環境政策課 温室効果ガス排出量削減事業 A A 16.0 4.0 4.0 3.0 5.0

68 新エネルギー・環境政策課 避難所環境対策事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

69 新エネルギー・環境政策課 災害廃棄物処理計画推進事業 A A 18.0 5.0 5.0 3.0 5.0

70 環境保全課 大気汚染防止対策事業 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

71 環境保全課 水質汚濁防止事業 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

72 環境保全課 浄化槽設置補助 A A 17.0 4.0 3.0 5.0 5.0

73 環境保全課 市有墓地・納骨堂整備 B B 14.0 4.0 3.0 3.0 4.0

74 廃棄物対策課 事業所に対する啓発指導の実施 A A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

75 廃棄物対策課 一般廃棄物の適正処理の推進 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

76 廃棄物対策課
各種リサイクル法等に基づく廃棄物の適正処
理の推進 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

77 清掃工場 搬入ごみ適正化事業 A A 17.0 4.0 5.0 3.0 5.0

78 清掃工場 ○ 清掃工場長寿命化事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

環境部
(15)

こども未来部
(20)
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必要性 有効性 効率性 公平性

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

79 文化振興課 世代間交流ふれあい事業 A A 18.0 5.0 5.0 4.0 4.0

80 文化振興課 学校施設の開放推進事業 A A 16.0 4.0 5.0 4.0 3.0

81 文化振興課 地域の市立公民館事業 B B 14.0 4.0 4.0 3.0 3.0

82 文化振興課 地域生涯学習活動支援事業 A A 18.0 4.0 5.0 5.0 4.0

83 文化振興課 芸術文化の鑑賞機会提供事業 A A 17.0 4.0 5.0 4.0 4.0

84 文化振興課 芸術文化活動の支援・育成事業 B B 15.0 4.0 3.0 4.0 4.0

85 文化振興課 文化施設の整備と拠点機能の充実 A A 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

86 文化振興課 ◇ 博物館機能の充実と郷土まんが家顕彰事業 C C 15.0 4.0 2.0 4.0 5.0

87 文化振興課 学校教育連携まんが事業 B B 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

88 文化振興課 まんが文化による地域活性化事業 C C 14.0 4.0 2.0 3.0 5.0

89 民権・文化財課 地域文化財の保存・継承 A A 16.0 4.0 5.0 4.0 3.0

90 民権・文化財課 地域文化の再発見 A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

91 民権・文化財課 博物館機能の充実 B A 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

92 観光魅力創造課 観光客誘致推進事業補助 A A 16.0 5.0 4.0 3.0 4.0

93 観光魅力創造課 観光プロモーション推進事業 A A 16.0 4.0 4.0 3.0 5.0

94 観光魅力創造課 観光周遊バス運営支援事業補助 A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

95 スポーツ振興課 高知龍馬マラソン事業補助 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

96 スポーツ振興課 スポーツ指導員養成事業 B B 12.0 3.0 3.0 3.0 3.0

97 移住・定住促進課 ＵＩ孫ターン支援事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

98 移住・定住促進課 ○ 地域おこし協力隊推進事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

99 産業政策課 操業環境整備事業 B A 18.0 5.0 5.0 4.0 4.0

100 産業政策課 経営改善計画策定等助成事業 B B 14.0 4.0 3.0 4.0 3.0

101 産業政策課 高年齢者就業機会確保事業 B B 15.0 4.0 3.0 4.0 4.0

102 産業政策課 ◇ 労働ニュースの発行 A A 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

103 産業政策課 事業継続計画の策定促進 B B 15.0 4.0 3.0 4.0 4.0

104 商業振興課 △ オーテピア西敷地利活用事業 A A 19.0 5.0 5.0 4.0 5.0

文化観光スポー
ツ部
(20)

商工振興部
(６)
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必要性 有効性 効率性 公平性

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

105 農林水産課
農業経営基盤強化促進対策事業(認定農業者育
成支援) A A 17.0 4.0 3.0 5.0 5.0

106 農林水産課 農業経営基盤強化資金利子補給金 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

107 農林水産課 農業経営基盤強化促進対策事業 B B 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

108 農林水産課 こうち農業確立総合支援事業補助 A A 17.0 4.0 3.0 5.0 5.0

109 農林水産課，春野地域振興課 スマート農業推進事業補助 A A 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

110 農林水産課 ◇ 耕作放棄地産地化推進事業補助 C C 13.0 3.0 2.0 4.0 4.0

111 農林水産課 鳥獣被害緊急対策事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

112 農林水産課 春野漁港施設機能強化事業 A A 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

113 農林水産課 漁業就業支援事業補助 A A 18.0 4.0 5.0 5.0 4.0

114 農林水産課 水産業技術改良普及事業補助 A C 14.0 4.0 2.0 4.0 4.0

115 鏡地域振興課 緊急間伐総合支援事業補助 B A 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

116 鏡地域振興課 原木活用促進事業補助 B B 15.0 4.0 4.0 3.0 4.0

117 鏡地域振興課 森林総合整備事業補助 B B 14.0 4.0 3.0 3.0 4.0

118 鏡地域振興課 鏡文化ステーションＲＩＯ整備事業 A A 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

119 土佐山地域振興課 ユズ産地化対策事業補助 A A 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

120 土佐山地域振興課 中山間農業活性化事業補助 A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

121 土佐山地域振興課 ○ 中山間地域農村集落活性化対策事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

122 土佐山地域振興課 土佐山アカデミー事業補助 B A 16.0 4.0 5.0 4.0 3.0

123 農地基盤整備課 農地災害復旧（認証災害） A A 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

124 農地基盤整備課 春野農業用水送水施設等保全事業 A A 16.0 4.0 5.0 4.0 3.0

125 卸売市場 場内の空き店舗対策 B B 14.0 4.0 3.0 3.0 4.0

農林水産部
(21)
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必要性 有効性 効率性 公平性

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

126 都市計画課 交通バリアフリー A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

127 都市計画課 陸・海・空の連携強化 A A 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

128 都市計画課 お城の見えるまちづくり A A 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

129 都市計画課 屋外広告の日事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

130 都市計画課 都市美デザイン賞 B B 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

131 都市計画課 宅地造成・特定盛土等基礎調査費 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

132 建築指導課 老朽住宅除却事業 A A 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

133 建築指導課
住宅耐震化推進事業
(住宅耐震化加速施策) B A 16.0 5.0 4.0 3.0 4.0

134 建築指導課 住宅耐震改修計画作成補助 B C 15.0 5.0 4.0 2.0 4.0

135 建築指導課 △ 住宅耐震改修補助 A A 16.0 5.0 4.0 3.0 4.0

136 建築指導課 住宅塀改修推進事業 A A 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

137 建築指導課
緊急輸送道路等沿道建築物耐震対策緊急促進
事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

138 建築指導課 木造住宅除却事業 A A 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

139 住宅政策課 地域優良賃貸住宅推進事業補助 A A 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

140 住宅政策課 市営住宅再編推進事業 A A 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

141 みどり課 中心市街地都市公園整備事業 (a) A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

142 みどり課 みどり豊かなまちづくり事業 B B 14.0 5.0 3.0 3.0 3.0

143 みどり課 あじさい街道整備事業 A A 16.0 3.0 5.0 5.0 3.0

144 道路維持課 交通バリアフリー道路特定事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

145 道路維持課 過疎地域道路舗装事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

146 道路維持課 過疎地域道路整備事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

147 道路維持課 通学路安全対策事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

148 道路維持課 市単長寿命化整備事業 A A 18.0 5.0 4.0 5.0 4.0

149 道路維持課 交通安全施設整備事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

150 道路整備課 道路県営工事負担金 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

151 道路整備課 街路県営工事負担金 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

152 道路整備課 長寿命化橋梁修繕事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

153 道路整備課 橋梁整備事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

154 道路整備課 過疎地域橋梁整備事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

155 道路整備課 道路施設長寿命化整備事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

156 河川水路課 機場整備（排水機場施設の更新等） A A 19.0 5.0 5.0 4.0 5.0

157 河川水路課 機場維持管理(排水機場) A A 19.0 5.0 5.0 4.0 5.0

158 河川水路課 防災土地改良浚渫事業 A A 18.0 5.0 5.0 4.0 4.0

159 河川水路課 生きものにやさしい川づくり事業 C C 12.0 4.0 2.0 2.0 4.0

160 河川水路課 河川水路整備事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

都市建設部
(35)
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必要性 有効性 効率性 公平性

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

部　局　名 № 課　　　名 事　務　事　業　名　称

上下水道局
(１)

161 下水道施設管理課 ○ 長寿命化整備事業（汚水） A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

162 消防局総務課 消防分団屯所建設整備事業 A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

163 総合指令課 消防通信指令システム等整備事業 A A 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

164 警防課 消防ポンプ自動車整備事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

165 警防課 ○ 緊急消防援助体制の整備 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

166 消防署所 住民防災力推進事業 A A 19.0 5.0 5.0 4.0 5.0

167 学校環境整備課 ◇ ICT活用推進協議会運営事業 (a) C 11.0 3.0 3.0 2.0 3.0

168 学校環境整備課 施設整備事業 A A 18.0 5.0 5.0 3.0 5.0

169 青少年・事務管理課 工石山青少年の家事業 A A 17.0 5.0 4.0 3.0 5.0

170 青少年・事務管理課 工石山青少年の家整備事業 A A 15.0 4.0 5.0 3.0 3.0

171 青少年・事務管理課 中学進学時祝金支給事業 A A 18.0 5.0 5.0 5.0 3.0

172 人権・こども支援課 人権教育研修 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

173 人権・こども支援課 人権教育指導管理事業 A A 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

174 人権・こども支援課 いじめ問題対策推進事業 A A 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

175 人権・こども支援課 △ 学校カウンセラー推進事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

176 教育研究所 ◇ 不登校対策総合支援事業 A A 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

177 教育研究所 特別支援教育推進事業 A A 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

178 農業委員会 △
農地パトロール
(利用状況調査) B B 15.0 4.0 4.0 4.0 3.0

179 農業委員会 農用地利用権設定等推進事業 B B 15.0 4.0 4.0 3.0 4.0

教育委員会
(11)

農業委員会
(２)

※　№12，№17の事業については，所管課が複数部局にまたがるため，先順位の部局欄に記載しています。

消防局
(５)
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事業・評価

部・課名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価済計
政策企画課 2 2 2 2 8 0 8 5 7 12
秘書課 0 1 0 0 1 0 1 1 3 4
情報政策課 1 0 0 0 1 2 3 2 2 4
ＤＸ推進課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
交通戦略課 9 0 0 0 9 0 9 6 9 15

政策企画部　小計 12 3 2 2 19 2 21 14 21 35
総務課 10 5 1 0 16 3 19 13 34 47
広聴広報課 8 1 0 0 9 4 13 6 8 14
人事課 6 2 0 4 12 0 12 10 18 28
職員厚生課 0 1 0 0 1 0 1 1 9 10
行政改革推進課 1 2 0 2 5 0 5 2 5 7
文書法制課 2 0 0 0 2 1 3 2 3 5
契約課 2 0 0 0 2 0 2 1 6 7

総務部　小計 29 11 1 6 47 8 55 35 83 118
防災政策課 12 1 0 2 15 1 16 13 15 28
地域防災推進課 15 2 3 6 26 4 30 17 6 23

防災対策部　小計 27 3 3 8 41 5 46 30 21 51
管財課 1 0 1 0 2 0 2 2 16 18
財政課 0 0 0 0 0 4 4 3 20 23
財産政策課 1 1 0 1 3 0 3 3 7 10
税務管理課 4 1 0 0 5 0 5 3 7 10
市民税課 0 1 0 0 1 0 1 1 3 4
資産税課 2 0 0 0 2 0 2 1 4 5

財務部　小計 8 3 1 1 13 4 17 13 57 70
人権同和・男女共同参画課 16 5 2 2 25 2 27 13 16 29
地域コミュニティ推進課 10 18 3 4 35 6 41 25 17 42
くらし・交通安全課 11 5 4 3 23 1 24 15 8 23
中央窓口センター 10 1 0 0 11 1 12 9 7 16
斎場 2 0 0 0 2 2 4 2 6 8

市民協働部　小計 49 29 9 9 96 12 108 64 54 118

　●指標なし事業：一般管理経費や法令等の基準があるため、指標設定不要と判断した事業

Ⅱ－イ　令和７年度　簡易事務事業評価結果一覧

【記載内容】
　●目標達成度による評価：Ａ：100％以上　Ｂ：80％以上～100％未満
　　　　　　　　　　　　　Ｃ：60％以上～80％未満　 Ｄ：60％未満
　●評価なし：指標設定しているものの事業実施とならなかったもの

指標
なし
事業
（Ｙ）

合計
事業数
Ｘ+Ｙ

目標達成度評価 評価
なし

計

指標
あり
事業
（Ｘ）

集計結果

Ａ　指標達成度100％以上 855 指標 （ 51.2 ％）

Ｂ　指標達成度80％以上～100％未満 290 指標 （ 17.4 ％）

Ｃ　指標達成度60％以上～80％未満 118 指標 （ 7.1 ％）

Ｄ　指標達成度60％未満 200 指標 （ 12.0 ％）

評価なし 208 指標 （ 12.3 ％）

合計 1,671 指標

所属長評価
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事業・評価

部・課名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価済計

指標
なし
事業
（Ｙ）

合計
事業数
Ｘ+Ｙ

目標達成度評価 評価
なし

計

指標
あり
事業
（Ｘ）

健康福祉総務課 1 3 0 2 6 0 6 4 35 39
地域共生社会推進課 0 2 0 0 2 0 2 2 16 18
指導監査課 1 1 0 0 2 0 2 1 3 4
介護保険課 2 0 0 1 3 0 3 2 62 64
保険医療課 7 3 1 1 12 0 12 9 61 70
地域保健課 46 9 2 4 61 9 70 49 23 72
生活食品課 17 2 2 4 25 4 29 17 22 39
健康増進課 26 17 8 5 56 9 65 36 17 53
障がい福祉課 17 8 4 4 33 0 33 29 32 61
声と点字の図書館 4 3 2 2 11 0 11 7 7 14
高齢者支援課 26 11 4 3 44 4 48 35 8 43
基幹型地域包括支援センター 13 8 6 21 48 1 49 28 8 36
福祉管理課 3 1 3 1 8 0 8 7 41 48

健康福祉部　小計 163 68 32 48 311 27 338 226 335 561
こども政策課 2 0 0 0 2 0 2 1 5 6
子育て給付課 23 2 1 2 28 4 32 18 29 47
子ども育成課 12 1 3 1 17 5 22 20 20 40
母子保健課 13 10 2 7 32 0 32 19 9 28
子ども家庭支援センター 3 0 0 0 3 0 3 2 7 9
保育幼稚園課 6 6 1 2 15 2 17 15 42 57

こども未来部　小計 59 19 7 12 97 11 108 75 112 187
新エネルギー・環境政策課 13 7 1 5 26 12 38 27 24 51
環境施設対策課 6 3 0 0 9 0 9 4 5 9
環境保全課 25 0 0 5 30 3 33 12 8 20
廃棄物対策課 6 1 0 0 7 0 7 4 3 7
環境業務課 3 0 0 2 5 0 5 4 9 13
清掃工場 3 0 0 0 3 0 3 3 7 10
東部環境センター 5 0 0 0 5 2 7 4 10 14

環境部　小計 61 11 1 12 85 17 102 58 66 124
観光企画課 6 2 1 2 11 0 11 8 5 13
文化振興課 20 7 11 6 44 8 52 24 24 48
民権・文化財課 9 1 4 5 19 1 20 18 25 43
観光魅力創造課 14 20 3 5 42 4 46 18 9 27
スポーツ振興課 8 6 2 2 18 1 19 16 22 38
移住・定住促進課 9 7 1 4 21 0 21 8 4 12

文化観光スポーツ部　小計 66 43 22 24 155 14 169 92 89 181
産業政策課 16 4 4 11 35 10 45 29 28 57
商業振興課 11 5 2 2 20 6 26 18 20 38
外商支援課 10 3 2 5 20 1 21 11 3 14
公営事業課 14 4 0 0 18 0 18 18 6 24

商工振興部　小計 51 16 8 18 93 17 110 76 57 133
農林水産課 31 6 3 15 55 31 86 54 41 95
鏡地域振興課 12 7 3 8 30 2 32 24 28 52
土佐山地域振興課 18 3 2 4 27 2 29 16 16 32
春野地域振興課 6 0 4 7 17 1 18 13 15 28
農地基盤整備課 14 2 0 0 16 2 18 13 12 25
卸売市場 3 1 0 0 4 0 4 2 12 14

農林水産部　小計 84 19 12 34 149 38 187 122 124 246
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事業・評価

部・課名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価済計

指標
なし
事業
（Ｙ）

合計
事業数
Ｘ+Ｙ

目標達成度評価 評価
なし

計

指標
あり
事業
（Ｘ）

都市建設総務課 1 0 0 0 1 3 4 2 19 21
技術監理課 1 0 0 0 1 0 1 1 2 3
都市計画課 5 1 0 0 6 2 8 6 15 21
市街地整備課 10 0 0 1 11 2 13 8 2 10
建築指導課 13 0 0 1 14 1 15 4 8 12
住宅政策課 6 2 1 3 12 4 16 13 8 21
公共建築課 1 0 0 0 1 0 1 1 2 3
みどり課 4 3 0 1 8 0 8 8 19 27
道路管理課 11 0 0 1 12 2 14 8 3 11
道路維持課 16 0 0 0 16 1 17 15 3 18
道路整備課 8 1 2 1 12 6 18 17 10 27
河川水路課 17 1 0 0 18 1 19 14 10 24
地籍調査課 3 0 0 0 3 0 3 3 3 6

都市建設部　小計 96 8 3 8 115 22 137 100 104 204
企画財務課 2 0 0 0 2 0 2 2 24 26
上下水道局総務課 5 3 0 0 8 0 8 4 21 25
上下水道局技術監理課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
お客さまサービス課 2 1 0 0 3 0 3 2 12 14
管路管理課 4 2 1 0 7 0 7 7 9 16
水道整備課 0 2 0 0 2 0 2 1 8 9
浄水課 13 0 0 0 13 0 13 7 4 11
下水道整備課 5 2 0 0 7 1 8 5 3 8
下水道施設管理課 9 2 0 2 13 6 19 10 2 12

上下水道局　小計 40 12 1 2 55 7 62 38 83 121
消防局総務課 12 6 2 1 21 7 28 24 17 41

消防局　小計 12 6 2 1 21 7 28 24 17 41
重大事案検証室 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
教育政策課 4 0 0 1 5 2 7 5 27 32
学校教育課 25 13 1 0 39 10 49 34 26 60
学校環境整備課 12 1 1 0 14 0 14 11 47 58
青少年・事務管理課 14 6 1 5 26 2 28 18 15 33
人権・こども支援課 11 4 1 1 17 0 17 11 7 18
図書館・科学館課 7 8 6 0 21 1 22 9 9 18
教育研究所 10 3 1 1 15 1 16 9 6 15
少年補導センター 2 1 1 0 4 0 4 3 4 7
商業高等学校 6 2 1 0 9 0 9 7 13 20

教育委員会　小計 91 38 13 8 150 16 166 107 154 261
出納課 1 0 0 0 1 0 1 1 3 4
議会事務局庶務課 1 1 1 0 3 0 3 1 4 5
監査委員事務局 2 0 0 1 3 0 3 1 4 5
公平委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
選挙管理委員会事務局 1 0 0 1 2 1 3 1 11 12
農業委員会事務局 2 0 0 5 7 0 7 4 5 9

行政委員会等小計 7 1 1 7 16 1 17 8 27 35
総合計 855 290 118 200 1,463 208 1,671 1,082 1,404 2,486

　目標達成度評価がＡ又はＢ評価のみとなっている事業については、今後も目標達成に向け、継続して事
業を実施することとしております。
　また、目標達成度評価がＣ又はＤ評価が含まれている事業については、今後、引き続き目標達成に努め
ること、一部手法や評価指標を見直していくこと、及び事業終了・凍結に向けた検討を行うこととしてお
ります。
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D C B A 指標なし等

廃止 44 11 4 4 14 11

休止 5 0 1 1 1 2

縮小 86 15 10 6 34 21

見直し 40 10 3 4 15 8

財源調整 9 0 0 1 6 2

ＤＸ活用 14 1 0 3 7 3

見直し検討 9 1 3 0 3 2

見直し事業数（A） 207 38 21 19 80 49

全事業数（B） 2,486 124 86 178 554 1,544

見直し割合（A/B） 8.3% 30.6% 24.4% 10.7% 14.4% 3.2%

（Ｒ６）簡易事務事業評価結果
見直し区分

事業数
合計

◆個別事業の見直しについて 

 

① 簡易事務事業評価結果の活用 

全事業を対象とした令和８年度当初予算に向けた事務事業見直しについては、直近３か

年程度の簡易事務事業評価の結果も活用の上、個別事業の見直し判断を行いました。 

下表は、個別事業の見直し区分ごとの令和７年度簡易事務事業評価結果（令和６年度

の実績に基づく評価）を表したものです。簡易事務事業評価結果が「Ｄ」又は「C」の事業の

見直し割合が高くなっています。 

（参照：25 ページ Ⅱ-イ 令和７年度簡易事務事業評価結果一覧） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

② 主な見直し事業 

【廃止】  事業費削減額（千円） 

健康福祉部 高齢者支援課 ・家族介護用品支給費 △10,476 

教育委員会 学校教育課 ・副教材整備事業費 △6,826 

防災対策部 地域防災推進課 ・避難場所備蓄倉庫設置事業費 △6,800 

総務部 総務課 ・自治体職員協力交流事業費 △2,870 

農林水産部 農林水産課 ・れんけいこうち６次産業化推進事業費 △2,700 

    

【休止】  事業費削減額（千円） 

教育委員会 青少年・事務管理課 ・中学進学時祝金支給事業 △29,310 

防災対策部 防災政策課 ・避難場所誘導標識設置 △2,000 

    

【縮小・見直し等】 事業費削減額（千円） 

商工振興部 外商支援課 ・れんけいこうち新市場開拓支援事業費 △27,336 

教育委員会 学校環境整備課 ・学校備蓄品整備事業費 △12,０００ 

都市建設部 都市建設総務課 ・運営管理費（駐車場管理等の人件費） △6,290 
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第十五保護係

第二技術係

第十四保護係

第十二保護係

第六保護係

開 発 指 導 室

生活排水係
こどもみらいセンター

第十一保護係

第九保護係

第十保護係

第十三保護係

第三保護係

障 が い 福 祉 課

地 域 保 健 課
予防接種･感染症対策室

健 康 増 進 課

子ども家庭支援ｾﾝ ﾀｰ

墓地管理係
市 街 地 整 備 課

第七保護係

ひまわり園

河川管理係

第四保護係

第 一 福 祉 課
第一保護係

第二保護係

地 籍 調 査 課

第八保護係

第 二 福 祉 課

第五保護係

契 約 課

ア ニ マ ル ラ ン ド

第一技術係

基幹型地域包括支援ｾ ﾝ ﾀ ｰ

第三技術係

地 域 生 活 支 援 室

声 と 点 字 の 図 書 館

河 川 水 路 課

道 路 整 備 課
道路計画係東 部 環 境 セ ン タ ー
用地補償係

道路整備係

第三運転管理係

福 祉 管 理 課

第四維持係

土地係

高 齢 者 支 援 課

償却資産係

搬入指導係

第一運転管理係

第四運転管理係

第五運転管理係

第二運転管理係

食 肉 衛 生 検 査 所

第二業務係

福 祉 事 務 所

文 書 法 制 課

職 員 厚 生 課

税務証明係

保全管理係

清 掃 工 場生 活 食 品 課

第三市民税係

朝 倉 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

瀬 戸 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

鏡 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

土 佐 山 窓口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

春 野 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

家屋係

資 産 税 課
保 険 医 療 課

保 健 所

保 育 所 （ 25 ）

斎 場

高 須 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

一 宮 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

資格賦課係

令和８年４月１日現在

こ ど も 政 策 課 都 市 建 設 総 務 課

防 災 対 策 部 財 務 部 健 康 福 祉 部 こ ど も 未 来 部

環 境 施 設 対 策 課地域共生社会推進課

出 納 課

市 民 協 働 部

令和８年度 高知市行政機構図

副　　市　　長

市　 　長

人権同和・男女共同参画課

商 工 振 興 部 都 市 建 設 部 会 計 管 理 者

産 業 政 策 課

農 林 水 産 部文 化 観 光 ス ポ ー ツ 部

観 光 企 画 課

文 化 振 興 課

農 林 水 産 課
中 小 企 業 振 興 支 援 室

総 務 部 環 境 部

地域コミュニティ推進課

副　　市　　長

都 市 計 画 課子 ど も 育 成 課

技 術 監 理 課

ふるさと納税推進室
ス ポ ー ツ 振 興 課

移 住 ・ 定 住 促 進 課

第四業務係

行 政 改 革 推 進 課

広 聴 広 報 課
情報公開・市民相談ｾﾝﾀｰ

庁 内 業 務 支 援 セ ン タ ー
財 政 課

税 務 管 理 課
債 権 管 理 室

行 政 暴 力 対 策 室

事業係

第一市民税係

環 境 業 務 課
認定係

介 護 保 険 課

市民会館(4)
地 域 防 災 推 進 課

財 産 政 策 課

管理係

第二市民税係

母 子 保 健 課

中 央 窓 口 セ ン タ ー

消 費 生 活 セ ン タ ー

塚ノ原窓口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

市 民 税 課

三 里 窓 口 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

子 育 て 給 付 課

人 事 課

計 量 検 査 所

くらし ･ 交通安全課

管理係

指 導 監 査 課

給付係
保 育 幼 稚 園 課

鏡 地 域 振 興 課
森 林 政 策 室

土 佐 山 地 域 振 興 課

政 策 企 画 部

政 策 企 画 課

秘 書 課

情 報 政 策 課

Ｄ Ｘ 推 進 課

交 通 戦 略 課

商 業 振 興 課
中心市街地・地域商業活性化推
進室

よさこい高知文化祭推進室

観 光 魅 力 創 造 課 春 野 地 域 振 興 課

外 商 支 援 課

民 権 ・ 文 化 財 課

企 業 立 地 促 進 室

環 境 保 全 課
環境保全係

防 災 政 策 課 健 康 福 祉 総 務 課 新エネルギー・環境政策課総 務 課 管 財 課

道 路 維 持 課

管理係

補修係

公 共 建 築 課
相談ｻｰﾋﾞｽ係

管理係
第一業務係

公 営 事 業 課

農 地 基 盤 整 備 課

卸 売 市 場

第三維持係

第三業務係
施設建設係

道 路 管 理 課

調査係　

第一維持係

第二維持係

住 宅 政 策 課

建 築 指 導 課

公 営 事 業 事 務 所

道路管理係

み ど り 課

廃 棄 物 対 策 課

設備管理係
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特 別 支 援 教 育 課

商 業 高 等 学 校

小 学 校 (39)

特別救助第３係

西出張所

中 学 校 (17)

義 務 教 育 学 校 (2)

特 別 支 援 学 校 (1)

教 育 政 策 課

学 校 教 育 課
学校教育班

人事班

就学前教育班

学 校 環 境 整 備 課

青少年･事務管理課

人権・こども支援課
人権教育指導班

生徒指導班

図 書 館 ・ 科 学 館 課

教 育 研 究 所
教育相談班

教育支援センター

教職員研修班

少 年 補 導 セ ン タ ー

救急消防第２係 救急消防第２係

救急消防第３係 救急消防第３係

救急第３係 特別救助第２係

旭出張所 特別救助第３係

救急消防第１係 救急消防第１係

特別消防第３係 南 消 防 署
救急第１係 庶務予防係

救急第２係 特別救助第１係

救急第１係

救急消防第１係 救急第２係

救急第１係 特別救助第１係

高度救助第３係
救急消防第２係

特別消防第１係
救急消防第３係

特別消防第２係

救急消防第２係 救急第３係

救急消防第３係 東部出張所
救急消防第１係

北 消 防 署
救急消防第２係

庶務予防係
救急消防第３係

高度救助第１係
三里出張所

高度救助第２係
救急消防第１係

特別救助第２係

特別救助第１係

下 水 道 整 備 課

特別救助第２係

下水道計画係

特別救助第３係

第一建設係

下 水 道 施 設 管 理 課

特別消防第１係

第二建設係

特別消防第２係 東 消 防 署

第三建設係

特別消防第３係 庶務予防係

庶務予防係

救急第３係

水 道 整 備 課

第三技術係

火災調査係

水道計画係

予 防 課
第一技術係

予防係
第二技術係

危険物係

中 央 消 防 署

旭・針木浄水場

水質管理ｾﾝﾀｰ

救急第２係

秘書係 政策推進係
総 務 課

庶務係 財務契約係

管路情報係

救急管理係

違反是正係

普及促進係調査係 総 合 指 令 課

防災係下水道維持係

救 急 課

給水サービス係

排水サービス係
警 防 課

警防係

管 路 管 理 課 救助係

救急指導係

浄 水 課

技 術 監 理 課 人事管理係
議 事 調 査 課

人材育成係
議事係

消防団係
委員会係

お客さまサービス課
料金係

議 会 事 務 局 上 下 水 道 局 消 防 局 教 育 委 員 会 事 務 局 監 査 委 員 事 務 局 公 平 委 員 会 事 務 局 選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 農 業 委 員 会 事 務 局 固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 事 務 局

農地係

農政振興係

庶 務 課 企 画 財 務 課 総 務 課

令和８年度 高知市行政機構図
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Ⅳ－イ 職員定数管理の取組状況 

 

 １ 「高知市職員定数管理計画」について 

令和５年２月に策定した高知市職員定数管理計画（令和５年４月１日～令和９年

４月１日）では、業務量に応じた適正な職員定数の確保とともに、行政運営の一層

の効率化を図るため、前計画で示した取組を継続するとともに、自治体ＤＸの推進

や多様な任用制度による人材活用、アウトソーシングの推進、事務事業見直し、組

織の簡素化・効率化といった手法で職員定数の抑制を図ることにより、市全体とし

ては現行の条例定数 2,860人を維持することとしています。 

 

 ２ 定数管理の状況 

（１） 高知市職員定数管理計画の令和７年度計画値と実績値    

 想定定数 職員定数 
条例定数 

計画 実績 計画 実績 

市長事務部局① 1,986人 1,986 人 1,877 人 1,870 人 1,877 人 

①以外の一般行政部門 51人 51人 51人 51人 53人 

上下水道局 238人 239 人 229 人 231 人 247 人 

消防局 374人 369 人 367 人 362 人 369 人 

教育委員会 315人 312 人 302 人 301 人 314 人 

合計 2,964人 2,957 人 2,826 人 2,815 人 2,860 人 

 

（２） アウトソーシング等の実績（高知市職員定数管理計画に掲げるアウトソーシン

グ等進行管理表の進捗状況） 

    高知市職員定数管理計画では、業務量の増加に対応するとともに、職員定数の

増加を抑制しながら行政サービスの充実を図るため、民間能力を活用することに

よりコスト削減やサービス水準の確保等が見込まれる業務について、アウトソー

シングを推進することとしています。 

  【市長事務部局】 

   ・国民宿舎桂浜荘の管理運営・・・令和７年３月 31日付けで、P-PFI事業者と公

募設置等計画の認定及び基本協定を締結。令和８年１月から認定計画提出者

（事業者）による旧桂浜荘のリニューアル工事を開始、令和９年４月１日まで

に供用開始となる予定。 

   ・六泉寺町市営住宅等の再編・・・PFI 事業者選定に係るアドバイザリー業務を

委託し、令和７年 11 月には PFI 法に基づく実施方針を公表。令和８年４月の

公募開始に向け、募集要項の作成を進めている。 
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Ⅴ 令和７年度指定管理者業務評価（令和６年度実績）に係る評価結果一覧 

◆ 指定管理者業務評価について 

指定管理者制度導入施設について、指定期間中における指定管理者による適切な管理運営を確保するため、管理運営

に係る課題等を把握し、業務の改善指導・助言を行うことで、今後の改善に向けた取組にいかすとともに、第三者の客

観的な視点や利用者目線からの評価を行うため、指定管理者業務評価指針（平成29年２月策定）に基づき指定管理者業

務評価委員会による業務評価を実施しました。また、公募により募集した施設のうち、管理期間の中間年度に当たる２

施設（２指定管理者）については、外部委員を交えた業務評価を実施しました。 

◆ 評価方法 

評価は指定管理者による自己評価、施設所管課による１次評価、指定管理者業務評価委員による総合評価の３種類で、

総合評価の合計点によって「Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ」の区分を決定します。 
 評価の項目は「①業務の履行状況の確認」、「②サービスの質の確認」、「③サービス提供の継続性と安定性」であり、

仕様書、事業計画書、協定書の内容等と実績を踏まえて業務評価を行います。 

 

◆ 評価基準 

 ① 業務の履行状況の確認 ② サービスの質の確認 ③ サービス提供の継続性と安定性 

項目数 17～22項目 ７～10項目 ４～５項目 

1項目
の配点 ３点 ５点 ３点 

考え方 仕様書及び事業計画書に基づき実
施されているか確認するもの 

公共サービスがどの水準で提供され
ているか確認するもの 

業務の安定的な実施、将来に向けて継
続性があるか確認するもの 

◆ 総合評価の区分 

区分 総合評価の評価基準 評価内容 

Ｓ 
評価点数の合計値が配点合計点数の85％以上、かつ、全ての小項目
で３点以上の評価であるもの 
※①、③が満点で②が全て３点以上の場合でないと該当しない
（120点満点の場合102点以上） 

・事業計画書・仕様書を上回る取組がなされ、非常
に優れた実績をあげている。 
・適正に管理運営が行われており、またはそれ以上
の取組がなされ、優れた実績をあげている。 

Ａ 
・評価点数の合計値が配点合計点数の65％以上85％未満 
・評価点数の合計値が配点合計点数の85％以上であるが、小項目で
３点未満の評価があるもの 
※「Ｓ」に該当しないが、120点満点の場合78点以上 

事業計画書・仕様書に沿って適正に管理運営が行
われている。 

Ｂ 評価点数の合計値が配点合計点数の45％以上65％未満 
※120点満点の場合54点以上78点未満 

概ね事業計画書・仕様書に沿って適正に管理運営
が行われているが、管理運営の一部に改善を要す
る。 

Ｃ 評価点数の合計値が配点合計点数の45％未満 
※120点満点の場合54点未満 

事業計画書・仕様書に沿った管理運営が行われて
いない事項があり、管理運営の大部分において改善
を要する。 

 

「①業務の履行状況の確認」 

「②サービスの質の確認」 

「③サービス提供の継続性と安定性」 
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施設名

所管課

指定管理者

高知市市民活動サポー
トセンター

①60 60 60 59.7

地域コミュニティ推進
課

②45 39 33 27.7

特定非営利活動法人　
NPO高知市民会議

③15 15 15 15.0

120 114 108

95% 90%

高知市江ノ口コミュニ
ティセンター等

①60 58 58 58.7

地域コミュニティ推進
課、図書館・科学館課

②45 27 27 27.0

高知市江ノ口コミュニ
ティセンター運営委員
会

③15 15 15 15.0

120 100 100

83% 83%

高知市弥右衛門ふれあ
いセンター

①60 60 60 59.8

地域コミュニティ推進
課

②45 44 40 30.1

労働者協同組合ワー
カーズコープ・セン
ター事業団

③15 15 15 14.8

120 119 115

99% 96%

高知市土佐山へき地診
療所

①57 57 57 57.0

健康福祉総務課 ②45 39 32 27.6

国立大学法人高知大学 ③12 12 12 12.0

114 108 101

95% 89%

総
合
評
価

一
次
評
価

№

２

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

R06
～
R08

合計点

配点に対する割合

３
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数が目標値未達成となりましたが、利
用料金収入及び収入目標額は目標値を達成でき
ており、特に利用料金収入が過去最高額となっ
たことは評価できます。
　支出が収入を上回っていますので、収支の改
善に努めてください。
　アンケートの実施や意見箱の設置など、利用
者ニーズの把握に努められておりますが、今後
も多様な方法での利用者ニーズの把握に努め、
更なる利用拡大に努めてください。合計点 104.7

配点に対する割合 87%

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数及び稼働率については、目標値未達
成となっていますが、利用者への声かけやアン
ケートによるニーズ把握に努めており、貸室へ
Wi-Fi環境を整備するなど、利用拡大に向けた
取組を積極的に行っている点が評価できます。　
今後、施設の用途のアピールなど、さらなる利
用者の増加につながる取組の実施を期待しま
す。

100.7

84%

１

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
ができています。
　利用者数及び会議室利用率ともに目標値は未
達成でしたが、前年より増加しています。
　自主事業の内容整理については、施設所管課
と協議しながら適切に実施いただくようお願い
します。
　新たな利用者を獲得するため、インスタグラ
ムを開設するなど、利用者増加に向けた取組が
なされている点については評価できますので、
引き続き利用者ニーズの把握に努め、満足度向
上や利用拡大につながる取組の実施を期待しま
す。

102.4

85%

R04
～
R08

配点に対する割合

合計点

４

R02
～
R06

Ｓ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　マイナンバーカードの利用促進の取組がなさ
れ、利用率が高い状況であること、また、デマ
ンド型乗合タクシーの予約を診療所で行うな
ど、利用者の利便性向上に努めていることが評
価できます。
　今後も、地域住民の健康増進に取り組んでい
ただくことを期待します。

合計点 96.6

配点に対する割合 85%
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市東部健康福祉セ
ンター

①60 60 60 59.7

障がい福祉課 ②45 34 27 26.3

社会福祉法人　高知市
社会福祉協議会

③15 15 15 15.0

120 109 102

91% 85%

高知市南部健康福祉セ
ンター

①60 60 60 59.7

障がい福祉課 ②45 34 26 26.0

社会福祉法人　高知市
社会福祉協議会

③15 15 15 15.0

120 109 101

91% 84%

高知市障害者福祉セン
ター

①60 60 60 59.7

障がい福祉課 ②45 36 28 27.0

社会福祉法人　高知市
社会福祉協議会

③15 15 15 15.0

120 111 103

93% 86%

高知市土佐山健康福祉
センター

①60 60 60 59.7

障がい福祉課 ②45 30 26 25.7

社会福祉法人　高知市
社会福祉協議会

③15 15 15 15.0

120 105 101

88% 84%

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数及び貸館・貸室利用料金ともに目標
値が未達成となっています。
　新型コロナウイルス感染症の感染リスクを考
慮し、自主事業が実施できていませんが、今後
は感染症対策を行いながら自主事業も実施でき
るよう、事業内容を工夫するなど、魅力的な自
主事業の開催による利用拡大に取り組んでくだ
さい。

合計点 100.7

配点に対する割合 84%

５
│
３

R06
～
R08

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数は目標値未達成となりましたが、貸
館・貸室利用料金は目標値を達成できました。　
引き続きアンケートの実施方法を工夫し、利用
者ニーズの把握に努めるとともに、自主事業の
実施や外部機関へのＰＲなどにより、利用拡大
に取り組んでください。

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数は目標値未達成となりましたが、貸
館・貸室利用料金は目標値を達成できました。
　新型コロナウイルス感染症の感染リスクを考
慮し、自主事業が実施できていませんが、今後
は感染症対策を行いながら自主事業も実施でき
るよう、事業内容を工夫するなど、魅力的な自
主事業の開催による利用拡大に取り組んでくだ
さい。

５
│
１

R06
～
R08

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数及び貸館・貸室利用料金ともに目標
値が未達成となっています。
　新型コロナウイルス感染症の感染リスクを考
慮し、自主事業が実施できていませんが、今後
は感染症対策を行いながら自主事業も実施でき
るよう、事業内容を工夫するなど、魅力的な自
主事業の開催による利用拡大に取り組んでくだ
さい。

合計点 101.0

配点に対する割合 84%

５
│
２

R06
～
R08

合計点 101.7

配点に対する割合 85%

５
│
４

R06
～
R08

Ａ

合計点 100.4

配点に対する割合 84%

Ａ
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市春野あじさい会
館

①60 60 60 59.7

障がい福祉課 ②45 27 26 26.0

社会福祉法人　高知市
社会福祉協議会

③15 15 15 15.0

120 102 101

85% 84%

高知市春野デコの里 ①60 60 60 60.0

高齢者支援課 ②45 44 31 28.6

ＮＰＯ法人　春野デコ
の里

③15 15 15 15.0

120 119 106

99% 88%

高知市春野西諸木公会
堂

①60 60 60 59.7

高齢者支援課 ②45 27 27 27.0

西諸木自治会 ③15 15 15 15.0

120 102 102

85% 85%

高知市福寿園 ①60 59 60 60.0

高齢者支援課 ②45 32 30 28.3

社会福祉法人　ミレニ
アム

③15 12 14 14.0

120 103 104

86% 87%

５
│
５

R06
～
R08

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数は目標値未達成となりましたが、貸
館・貸室利用料金は目標値を達成できました。
　新型コロナウイルス感染症の感染リスクを考
慮し、自主事業が実施できていませんが、今後
は感染症対策を行いながら自主事業も実施でき
るよう、事業内容を工夫するなど、魅力的な自
主事業の開催による利用拡大に取り組んでくだ
さい。

合計点 100.7

配点に対する割合 84%

６

R05
～
R07

Ｓ

　事業計画書・仕様書を上回る取組がなされて
います。
　利用者数が目標値を516名上回っており、目
標達成できています。
　利用者ニーズを把握し、事業に反映すること
で、新規利用登録者が22名となるなど、利用者
増加に努めている点が評価できます。

合計点 103.6

配点に対する割合 86%

７

R04
～
R06

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数、事業開催数ともに目標を達成して
います。また、意見箱を設置し、利用者の意見
を把握しようという姿勢は評価できます。
　今後も利用者のニーズ把握を行いながら、利
用拡大に努めてください。

合計点 101.7

配点に対する割合 85%

８

R04
～
R06

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った管理運営がなさ
れています。
　元気ふれあい館の利用者数や利用率など概ね
目標値が達成できました。
　利用者からの意見や課題に対し、随時対応を
行っていることや、物価高騰及び燃料費高騰に
伴う経費増大の中、介護度が進んだ入居者への
手厚い支援やサービスを低下させることなく適
切に運営を行っている点が評価できます。
　支出が収入を上回っていますので、引き続
き、利用率の低い貸室を活用した事業の実施な
どにより、収支の改善に努めてください。合計点 102.3

配点に対する割合 85%
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市生活支援ハウス
等

①57 57 57 57.0

高齢者支援課 ②45 45 27 27.0

医療法人　山村会 ③15 15 15 15.0

117 117 99

100% 85%

高知市土佐山弘瀬あす
なろの里

①60 60 60 60.0

高齢者支援課 ②45 27 27 27.0

高知市土佐山弘瀬区 ③15 15 15 15.0

120 102 102

85% 85%

ヨネッツこうち ①60 55 58 58.0

清掃工場 ②45 31 30 28.0

ヤマウチ・四電ビジネ
スグループ

③15 14 15 15.0

120 100 103

83% 86%

高知市立龍馬の生まれ
たまち記念館

①63 63 61 60.7

観光企画課 ②45 27 26 26.0

シダックス大新東
ヒューマンサービス株
式会社

③15 15 15 15.0

123 105 102

85% 83%

９

R06
～
R08

Ｓ

　事業計画書・仕様書に沿って適正に管理運営
がなされています。
　施設が老朽化する中、積極的に修繕を行い、
リスク分担の範囲を超える修繕が必要な部分に
ついては、市の修繕が入るまでの間は応急対応
を行うなど、入所者、利用者の利便性や安全を
第一に考えた施設運営がなされている点が評価
できます。

合計点 99.0

配点に対する割合 85%

10

R06
～
R08

Ｓ

　事業計画書・仕様書に沿って適正に管理運営
がなされています。
　利用者数は目標をわずかに下回りましたが、
事業開催日数は目標を達成しており、地域の介
護予防拠点や公民館的な役割を果たしていま
す。
　引き続き、地域での利用促進を図るととも
に、地域住民以外の利用の拡大に向けた利用方
法の検討を行ってください。

合計点 102.0

配点に対する割合 85%

11

R06
～
R10

Ａ

　事事業計画書・仕様書に沿った管理運営がな
されています。
　年間利用者数や収入額は目標値に達しません
でしたが、自主事業に力を入れて取り組んでお
り、過去最高の入場者数となったことは評価で
きます。
　月次事業報告書の提出が遅延している場合が
ありましたので、適切に提出してください。
　人員配置については、安全管理を重視し、運
営を行ってください。

合計点 101.0

配点に対する割合 84%

12

R04
～
R06

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った管理運営がなさ
れています。
　設備の不具合について、所管課への報告が遅
延していましたので、速やかに報告を行ってく
ださい。また、寄贈品の事務手続が適切に行わ
れておりませんでしたので、適切に事務手続を
行ってください。

合計点 101.7

配点に対する割合 83%

37



施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市桂浜公園 ①60 60 60 60.0

観光企画課 ②45 31 28 28.0

株式会社はりま家 ③15 15 15 15.0

120 106 103

88% 86%

はりまや橋観光バス
ターミナル

①60 60 60 60.0

観光企画課 ②45 27 27 27.0

株式会社土佐電ビル
サービス

③15 15 12 12.0

120 102 99

85% 83%

高知よさこい情報交流
館

①57 57 57 57.0

観光企画課 ②45 33 27 26.7

公益社団法人　高知市
観光協会

③15 15 15 15.0

117 105 99

90% 85%

高知市文化プラザ ①60 60 57 57.0

文化振興課 ②45 45 26 26.8

高知市文化プラザ共同
企業体

③15 15 15 14.6

120 120 98

100% 82%

15

R06
～
R10

Ａ

　おおむね事業計画書・仕様書に沿った管理運
営がなされています。
　スタッフの声掛けにより、アンケートの回収
率や踊り体験数が増加できたことは評価できま
す。
　利用者数の目標は未達となっていますので、
積極的な情報発信など、利用者数の増加に向け
た取組の実施に努めてください。

合計点 98.7

配点に対する割合 84%

16
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　自主事業の実施に当たっては、事前に業務計
画書の提出を行ってください。
　大ホール、小ホールの利用者数は前年から増
加しているものの、利用率は全施設で低下して
いるため、周辺施設とコラボしたイベントの開
催や地域の拠点としての活用を検討するなど、
利用者数の増加に努めてください。

合計点 98.4

配点に対する割合 82%

14

R04
～
R06

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされており、利用料金収入が過去最高値と
なったことが評価できます。
　緊急時対応訓練が実施され、前年度の業務評
価における指摘に対して改善が見られました。

合計点 99.0

配点に対する割合 83%

13

R04
～
R13

Ｓ

　事業計画書・仕様書を上回る取組がなされて
おり、季節に合わせた自主事業の実施や外部団
体と連携したイベントの積極的な開催、ＳＮＳ
等を活用した効果的なＰＲなどが評価できま
す。
　今後も来園者の増加に向け、高知に訪れる
きっかけになるような取組の実施に期待しま
す。

合計点 103.0

配点に対する割合 86%
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市春野文化ホール
ピアステージ

①60 60 60 59.6

文化振興課 ②45 41 28 27.0

株式会社四国舞台テレ
ビ照明

③15 15 15 15.0

120 116 103

97% 86%

高知市立自由民権記念
館

①60 58 58 57.7

民権・文化財課 ②45 32 27 26.4

シダックス大新東
ヒューマンサービス株
式会社

③15 15 15 15.0

120 105 100

88% 83%

高知市総合運動場 ①60 60 60 60.0

スポーツ振興課 ②45 39 29 28.5

高知市スポーツ振興事
業団グループ

③15 15 15 14.3

120 114 104

95% 87%

高知市東部総合運動場 ①60 60 60 60.0

スポーツ振興課 ②45 37 29 28.3

高知市スポーツ振興事
業団グループ

③15 15 15 13.9

120 112 104

93% 87%

19
│
１
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　施設使用料収支率が目標値未達成となりまし
たが、事業参加者満足度等は目標値を達成でき
ています。
　宿泊棟の利活用を含めたスポーツ合宿の誘致
を検討するなど、新たな利用者の獲得等による
収入増加に向けた取組が必要であると考えま
す。
　宿泊棟の活用の検討と併せて、幅広い利用者
ニーズの把握を行い、施設全体での更なる利用
者の増加に努めてください。合計点 102.8

配点に対する割合 86%

19
│
２
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　施設利用者数及び施設使用料収支率は目標値
未達成でしたが、事業参加者満足度等は目標値
を達成できています。
　工事による施設休業はあったものの、他施設
の利用促進を行ったことで、利用者数・利用率
の維持が図れています。
　支出が収入を上回っていますので、収支の改
善に努めてください。
　引き続き、利用者ニーズの把握に努め、施設
全体での更なる利用者の増加につながる取組に
期待します。

合計点 102.2

配点に対する割合 85%

17
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　和室など利用率の低い施設がありますが、利
用料金収入及び収入目標額は目標を達成できて
います。
　広報の手法を工夫するなど、利用率が低い施
設の利用拡大につながる取組の実施に努めてく
ださい。

合計点 101.6

配点に対する割合 85%

18

R06
～
R10

Ａ

　おおむね事業計画書・仕様書に沿った管理運
営がなされていましたが、オリジナルＰＲ動画
など未実施の事業がいくつかありますので、事
業計画書に基づいた事業の実施に努めてくださ
い。
　「みんけんdeマルシェ」や市立学校との連携
イベントの実施など、新たな来館者層の開拓に
も努めている点が評価できます。今後も入館者
数増加に向けた取組の実施に期待します。

合計点 99.1

配点に対する割合 83%
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市城ノ平運動公園 ①60 60 60 60.0

スポーツ振興課 ②45 35 27 26.8

高知市スポーツ振興事
業団グループ

③15 15 15 14.6

120 110 102

92% 85%

高知市土佐山運動広場 ①60 60 60 60.0

スポーツ振興課 ②45 36 27 27.0

高知市スポーツ振興事
業団グループ

③15 15 15 14.6

120 111 102

93% 85%

高知市針木運動公園 ①60 60 60 60.0

スポーツ振興課 ②45 33 28 27.7

高知市スポーツ振興事
業団グループ

③15 15 15 14.3

120 108 103

90% 86%

高知市勤労者交流館 ①60 60 60 60.0

産業政策課 ②45 30 27 27.0

公益財団法人高知勤労
者福祉サービスセン
ター

③15 14 13 13.0

120 104 100

87% 83%

19
│
３
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　施設利用者数等の項目は目標値を達成しまし
たが、一部の事業が雨天中止となったことによ
り、事業参加者数等が目標値未達成となり、ま
た事業参加者満足度アンケートが実施できてい
ません。複数の事業でアンケートを実施するな
ど、利用者ニーズ把握の機会を確保し、事業参
加者満足度の実績把握を行ってください。
　引き続き、利用者ニーズの把握に努め、更な
る利用者の増加につながる取組に期待します。

合計点 101.4

配点に対する割合 85%

19
│
４
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　事業が雨天中止となったことにより、事業参
加者数等が目標値未達成となりましたが、施設
利用者数等の項目は目標値を達成しました。
　アンケートを事業参加者のみを対象として実
施しているため、施設利用者満足度が把握でき
ていません。事業参加者のみではなく、施設利
用者に広くアンケートを実施し、施設利用者満
足度を把握するとともに、更なる利用者の増加
につながる取組に期待します。

合計点 101.6

配点に対する割合

19
│
５
※

R05
～
R09

102.0

配点に対する割合 85%

20

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿って適正に管理運営
がなされています。
　利用者数・稼働率は目標を達成しましたが、
利用料金収入・収入目標額は目標未達となりま
した。　
　引き続き、SNS等を活用した積極的な情報発
信を行うなど、利用拡大に向けた取組の実施に
努めてください。

100.0

83%

R06
～
R10

合計点

配点に対する割合

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　事業参加者数は目標値を達成しましたが、施
設利用者数等の項目が目標値未達成となってお
り、アンケート実施予定であった事業が雨天中
止となったことにより、事業参加者満足度及び
施設利用者満足度が把握できていません。
　複数の事業でアンケートを実施するととも
に、事業参加者だけではなく、施設利用者に広
くアンケートを実施することで、利用者ニーズ
と事業参加者満足度ともに把握しながら、更な
る利用者の増加につながる取組に期待します。合計点

85%
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

高知市鏡文化ステー
ションＲＩＯ等

①60 55 58 57.8

鏡地域振興課 ②45 24 26 25.3

労働者協同組合ワー
カーズコープ・セン
ター事業団

③15 12 12 12.0

120 91 96

76% 80%

オーベルジュ土佐山 ①60 58 57 57.1

土佐山地域振興課 ②35 28 27 20.4

オリエントホテル高知
株式会社

③15 14 14 14.0

110 100 98

91% 89%

高知市駐車場 ①60 59 60 60.0

都市建設総務課 ②40 31 25 24.4

株式会社　高知市中心
街再開発協議会

③15 14 15 15.0

115 104 100

90% 87%

高知市営住宅及び共同
施設

①66 66 65 65.0

住宅政策課 ②40 37 26 23.7

四国管財・日本管財共
同企業体

③15 15 13 13.0

121 118 104

98% 86%

23
※

R05
～
R09

Ｓ

　事業計画書・仕様書を上回る取組がなされて
います。
　使用料収入及び利用台数の項目において、目
標値を達成できていることが評価できます。
　アンケート調査の方法について、時期を決め
て行うなど、実施方法の検討を行い、利用者
ニーズの把握に努めてください。
　月極の利用率が高いので、月極と時間貸の割
合を変更するなど、民間の駐車場との差別化を
図り、更なる利用拡大につながる取組の実施を
期待します。

合計点 99.4

配点に対する割合 86%

83%

21
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数の目標値は未達成でしたが、利用料
金収入は目標値を達成しました。
　支出が収入を上回っていますので、収支の改
善に努めてください。
　消防訓練が未実施でしたので、適切に実施し
てください。
　施設の清掃について、一部、対応できていま
せんので、適切に施設の清掃を行ってくださ
い。
　アンケートからの情報収集や広報の仕方に工
夫するなど、新規利用者の獲得に向けた目標設
定とその取組に期待します。引き続き、施設の
利用拡大に努めてください。

合計点 95.1

配点に対する割合 79%

22

H30
～
R09

Ａ

　おおむね適正に管理運営できています。
　合計40日間の休館日を設けたことなどから、
収入等の目標が未達成となりましたが、温泉の
利用者数は昨年度を上回っていますので、温泉
部門を活かした新たな事業展開の検討など、利
用者の拡大、収支の改善に努めてください。

合計点 91.5

配点に対する割合

84%

24

R02
～
R07

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　自主事業で行っているハートフルサポーター
などの取組は、入居者等へのサービス向上につ
ながっており、評価できます。
　現年度収納率が目標を達成できていないた
め、収納率向上を目指した体制づくりと人員確
保に努めてください。

合計点 101.7

配点に対する割合
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施設名

所管課

指定管理者

総
合
評
価

一
次
評
価

№

指
定
期
間

配
点

自
己
評
価

業務評価委員会総評

総合評価結果一覧（令和６年度実績に対する評価）　※は、外部委員を交えた評価を実施した施設。

わんぱーくこうち ①60 59 59 59.0

みどり課 ②50 35 35 33.8

公益財団法人高知市都
市整備公社

③15 15 15 14.8

125 109 109

87% 87%

高知市青年センター ①60 60 60 60.0

青少年・事務管理課 ②45 33 30 28.3

一般社団法人高知市青
年センターサークル協
議会

③15 15 15 15.0

120 108 105

90% 88%

高知市工石山青少年の
家

①60 59 59 59.0

青少年・事務管理課 ②45 30 31 28.3

学校法人　日吉学園 ③15 15 15 15.0

120 104 105

87% 88%

27

R02
～
R06

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　新規の自主事業を行うなど、利用者数の増加
につながる取組が評価できます。
　事業報告書の提出が遅延しておりましたの
で、事業報告書の提出を適正に行うようにして
ください。

合計点 102.8

配点に対する割合 85%

107.6

配点に対する割合

26

R03
～
R07

Ｓ

　事業計画書・仕様書を上回る取組がなされて
おり、利用料金収入等全ての項目で目標値を達
成できています。
　自主事業である「夜間オタメシキャンペー
ン」の継続的な実施など、利用者の新規獲得に
向けた取組が評価できます。
　幅広い世代が利用できるように、広報面の工
夫を行うなど、更なる利用拡大に向けた取組の
実施を期待します。

合計点 103.3

配点に対する割合

86%

86%

25
※

R05
～
R09

Ａ

　事業計画書・仕様書に沿った適正な管理運営
がなされています。
　利用者数は目標値未達成となりましたが、収
入は目標値を達成できています。
　園内の清掃や除草、剪定等については、細か
いチェックと手入れにより、快適な環境の提供
ができていることが評価できます。
　レストラン部分の利活用については、本来機
能に限らず、熱中症対策の観点から検討するな
ど、持続可能な施設を目指した取組に期待しま
す。

合計点

42


	01_行政改革の取組状況について
	取組状況

	02_別添資料
	01_公表資料_第１次実施計画　令和７年度の取組状況一覧
	02-1行政評価について（公表用）
	02-2_R07事務事業評価結果一覧（部局順）
	部局順 (完成) (印あり)

	02-3_公表用_個別事業台帳（簡易版）
	公表用簡易事務事業評価結果

	03-1_令和８年度予算に係る事務事業の見直し状況
	03-2_事務事業の見直し_追加資料
	04-1令和８年度高知市行政機構図
	機構１
	機構２

	04-2_高知市職員定数管理計画の取組状況説明
	05_業務評価取組状況（公表用）
	01_業務評価取組状況_説明
	02_業務評価取組状況_評価一覧
	評価結果






